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令和７年 第３回忠岡町議会定例会会議録（第４日） 

 

 令和７年９月３０日午前１０時、第３回忠岡町議会定例会を忠岡町議会議事堂に招集し

た。 

１．出席議員は、次のとおりであります。 

   １番 河瀬 成利議員   ２番 今奈良幸子議員   ３番 北村  孝議員 

   ４番 小島みゆき議員   ５番 河野 隆子議員   ６番 高迫 照子議員 

   ７番 森野 良一議員   ８番 田辺 みき議員   ９番 前川 和也議長 

   10番 尾﨑 孝子議員   11番 二家本英生議員 

 

１．欠席議員は、次のとおりであります。 

   なし 

 

１．地方自治法第１２１条の規定により、本会議に出席を求めた者は、次のとおりであり

ます。 

  町  長        是枝 綾子   教 育 長        大塚  孝 

  町長公室長       立花 武彦   町長公室次長兼秘書人事課長 

  産業住民部長      新城 正俊               中定 昭博 

  産業住民部次長兼生活環境課長      産業住民部次長兼住民人権課長 

              小倉由紀夫               谷野 彰俊 

  健康福祉部長      二重 幸生   健康福祉部次長兼保険課長 

  教育部長        柏原 憲一               大谷 貴利 

  教育部理事兼学校教育課長        消 防 長        岸田 健二 

              石本 秀樹   消防次長兼予防課長   下川 浩幸 

（各課課長同席） 

 

１．本議会の職員は、次のとおりであります。 

  事務局長    南  智樹 

  係  長    酒井 宇紀 
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 （会議の顚末） 

議長（前川 和也議長） 

 おはようございます。 

 本日の出席議員は１１名出席でありますので、会議は成立しております。 

 

議長（前川 和也議長） 

 ただいまより、会議を開きます。 

（「午前１０時００分」再開） 

 

議長（前川 和也議長） 

 本日の議事日程を事務局長より報告させます。 

議会事務局（南 智樹事務局長） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 南事務局長。 

議会事務局（南 智樹事務局長） 

 令和７年第３回忠岡町議会定例会議事日程（４日目）について、ご報告申し上げます。 

日程第１ 議案第４１号 令和６年度忠岡町下水道事業未処分利益剰余金の処分について 

            （総務事業常任委員会 委員長報告） 

日程第２ 議案第４３号 物品購入契約締結について（循環型シャワーキット及び循環型

手洗いスタンド購入） 

            （総務事業常任委員会 委員長報告） 

日程第３ 議案第４４号 物品購入契約締結について（防災資機材購入） 

            （総務事業常任委員会 委員長報告） 

日程第４ 議案第４５号 忠岡町下水道条例の一部改正について 

            （総務事業常任委員会 委員長報告） 

日程第５ 議案第４６号 令和７年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）について 

            （総務事業常任委員会 委員長報告） 

            （福祉文教常任委員会 委員長報告） 

日程第６ 議案第４７号 令和７年度忠岡町国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第 

            ２号）について 

            （福祉文教常任委員会 委員長報告） 

日程第７ 議案第４８号 令和７年度忠岡町介護保険特別会計補正予算（第１号）につい

て 

            （福祉文教常任委員会 委員長報告） 
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日程第８ 議案第４９号 令和７年度忠岡町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

            について 

                        （福祉文教常任委員会 委員長報告） 

日程第９ 議案第５０号 令和７年度忠岡町下水道事業会計補正予算（第１号）について 

            （総務事業常任委員会 委員長報告） 

日程第10 認定第 １号 令和６年度忠岡町一般会計及び各特別会計歳入歳出決算認定に 

            ついて 

            （決算審査特別委員会 委員長報告） 

日程第11 認定第 ２号 令和６年度忠岡町下水道事業決算認定について 

            （決算審査特別委員会 委員長報告） 

日程第12 意見書第５号 国民健康保険財政への国庫負担の増額を求める意見書の提出に

ついて 

日程第13 意見書第６号 最高裁判決を受け生活保護利用者及び元利用者への補償を求め

る意見書の提出について 

日程第14        議会運営委員会の閉会中の所管事務調査について 

 以上のとおりでございます。 

議長（前川 和也議長） 

 日程第１、議案第４１号から日程第９、議案第５０号までの９件の議案についてを、一

括して議題としたいと思いますが、これにご異議はございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 ご異議なしと認めます。 

 よって、日程第１、議案第４１号から日程第９、議案第５０号までの９件を一括議題と

いたします。 

 本件に関し、９月５日の本会議において、総務事業、福祉文教の各常任委員会に付託し

ました議案について、各常任委員会で内容の審査をした結果を常任委員会委員長から報告

を求めます。 

 初めに、総務事業常任委員会の委員長報告を求めます。総務事業常任委員会委員長、河

瀬成利議員。 

委員長（河瀬 成利総務事業常任委員会委員長） 

 議長。 

 おはようございます。議長の許可を得ましたので、総務事業常任委員会委員長報告を行

います。 

 ９月５日の本会議において、本委員会に付託されました６件の案件については、９月９
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日に委員会を開催し、慎重に内容の審査を行いましたので、その経過並びに結果につい

て、会議規則第４１条第１項の規定により報告いたします。なお、質疑応答の詳細な内容

については、配付しております議事暫定版のとおりでありますので、よろしくお願いしま

す。 

 議案第４１号 令和６年度忠岡町下水道事業未処分利益剰余金の処分については、委員

会記録のとおり、理事者からの説明後、質疑応答があり、全会一致で可決されました。 

 議案第４３号 物品購入契約締結について（循環型シャワーキット及び循環型手洗いス

タンド購入）は、委員会記録のとおり、理事者からの説明後、質疑応答があり、全会一致

で可決されました。 

 議案第４４号 物品購入契約締結について（防災資機材購入）は、委員会記録のとお

り、理事者からの説明後、質疑応答があり、全会一致で可決されました。 

 議案第４５号 忠岡町下水道条例の一部改正については、委員会記録のとおり、理事者

からの説明後、質疑応答があり、全会一致で可決されました。 

 議案第４６号 令和７年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）について、総務事業常任

委員会に係る部分については、委員会記録のとおり、理事者側からの説明後、質疑応答が

あり、全会一致で可決されました。 

 議案第５０号 令和７年度忠岡町下水道事業会計補正予算（第１号）については、委員

会記録のとおり、理事者からの説明の後、質疑応答があり、全会一致で可決されました。 

 以上が、審査経過並びに結果であり、当委員会に付託された６件の議案について報告を

終わります。 

 令和７年９月３０日、総務事業常任委員会委員長、河瀬成利。 

 以上です。 

議長（前川 和也議長） 

 ただいまの総務事業常任委員会委員長の報告に対し、質疑を行います。 

 質疑はございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 質疑なしと認め、これにて質疑を終わります。 

 

議長（前川 和也議長） 

 次に、福祉文教常任委員会の委員長報告を求めます。福祉文教常任委員会委員長、二家

本英生議員。 

委員長（二家本 英生福祉文教常任委員会委員長） 

 議長。 

 おはようございます。議長の許可を得ましたので、福祉文教常任委員会委員長報告を行
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います。 

 ９月５日の本会議において本委員会に付託されました４件の案件については、９月１０

日に委員会を開催し、慎重に内容の審査を行いましたので、その経過並びに結果につい

て、会議規則第４１条第１項の規定により報告します。なお、質疑応答等の詳細な内容に

ついては、配付しております議事暫定版のとおりでありますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 議案第４６号 令和７年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）については、福祉文教常

任委員会に係る部分については、委員会記録のとおり、理事者からの説明の後、質疑応

答、反対討論、賛成討論があり、賛成少数で否決されました。 

 反対討論としては、「給食費助成以外に比較検討した施策がなかったことは巨額事業の

支出としては問題である。自民、公明、そして維新の３党で無償化への合意が既になされ

ており、他の教育課題に取り組むべきである」、「本件は、設計が拙速であり、公平性、

持続性、説明責任の３点で課題が解消されていない。家計を支える必要性は認めつつも、

子ども全員に公平に届き、財政にしなやかで、将来につながる形の事業なのか懸案が残る

ため」、「財源が一般会計、財政調整基金を充てることに賛成いたしかねる。物価高騰対

策であれば、町民全体への公平な視点が必要であると考える」との意見がありました。 

 一方、賛成討論としては、「学校給食費の助成は、大阪府下で７２％の自治体が何らか

の形で無償化に踏み切っている。物価高騰で子育て世代の経済的負担を軽減してほしいと

いう声は大きく、署名が短期間で２，１３０筆集まった。岸和田市でも全会一致で可決

し、２学期から実施されている。国の動きもあるので、ぜひ取り組んでいただきたい」、

「物価高騰対策であれば、全世帯の支援を考えるべきであるが、これまでも給食費の助成

を要望し取り組んでいただいた。公明党として国でも進めている。公約ではなく物価高騰

対策とのことから給食費の助成に賛成します」との意見がありました。 

 議案第４７号 令和７年度忠岡町国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第２号）に

ついては、委員会記録のとおり、理事者からの説明の後、質疑応答があり、全会一致で可

決されました。 

 議案第４８号 令和７年度忠岡町介護保険特別会計補正予算（第１号）については、委

員会記録のとおり、理事者からの説明の後、全会一致で可決されました。 

 議案第４９号 令和７年度忠岡町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について

は、委員会記録のとおり、理事者からの説明の後、全会一致で可決されました。 

 以上が、審査経過並びに結果であり、当委員会に付託された４議案について報告を終わ

ります。 

 令和７年９月３０日、福祉文教常任委員会委員長、二家本英生。 

議長（前川 和也議長） 

 ただいまの福祉文教常任委員会委員長の報告に対し、質疑を行います。 
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 質疑はございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 これより議案１件ごとに討論及び採決を行います。 

 

議長（前川 和也議長） 

 それでは、日程第１、議案第４１号 令和６年度忠岡町下水道事業未処分利益剰余金の

処分について、討論を行います。 

 討論はございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 討論なしと認めます。 

 これより、議案第４１号を採決いたします。 

 本件について、委員長の報告は原案可決であります。委員長の報告のとおり決定するこ

とにご異議はございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 ご異議ないものと認め、議案第４１号は、委員長報告のとおり可決されました。 

 

議長（前川 和也議長） 

 続いて、日程第２、議案第４３号 物品購入契約締結について（循環型シャワーキット

及び循環型手洗いスタンド購入）についての討論を行います。 

 討論はございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 討論なしと認めます。 

 これより議案第４３号を採決いたします。 

 本件について、委員長の報告は原案可決でありました。委員長の報告のとおり決定する

ことにご異議はございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 ご異議ないものと認めます。よって、議案第４３号は、委員長報告のとおり可決されま

した。 
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議長（前川 和也議長） 

 続いて、日程第３、議案第４４号 物品購入契約締結について（防災資機材購入）につ

いての討論を行います。 

 討論はございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 討論なしと認めます。 

 これより議案第４４号を採決いたします。 

 本件についての委員長の報告は原案可決でありました。委員長の報告のとおり決定する

ことにご異議はございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 ご異議ないものと認めます。よって、議案第４４号は、委員長報告のとおり可決されま

した。 

 

議長（前川 和也議長） 

 続いて、日程第４、議案第４５号 忠岡町下水道条例の一部改正についての討論を行い

ます。 

 討論はございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 討論なしと認めます。 

 これより議案第４５号を採決いたします。 

 本件について、委員長の報告は原案可決でありました。委員長の報告のとおり決定する

ことにご異議はございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 ご異議ないものと認めます。よって、議案第４５号は、委員長報告のとおり可決されま

した。 

 

議長（前川 和也議長） 

 日程第５、議案第４６号 令和７年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）についてを、

議題といたします。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 はい。 
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議長（前川 和也議長） 

 尾﨑議員。 

議員（尾﨑 孝子議員） 

 議長、動議を求めます。 

議長（前川 和也議長） 

 はい、発言を許します。 

議員（尾﨑 孝子議員） 

 議案第４６号 令和７年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）についての修正動議を提

出したいと思っております。 

議長（前川 和也議長） 

 ただいま修正動議の申出がありました。 

 尾﨑議員に申し上げます。会議規則第１７条第２項の規定により、修正の動議はその案

を備え、所定の発議者が連署して議長に提出しなければならないこととなっておりますの

で、これより提出をお願いいたします。 

 議事の都合により、暫時休憩といたします。 

 再開は１０時４０分から。１０時４０分からの再開といたします。 

（「午前１０時１７分」休憩） 

 

議長（前川 和也議長） 

 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

（「午前１０時４０分」再開） 

（出席議員及び議事参与員休憩前に同じ） 

 

議長（前川 和也議長） 

 本件に対して、尾崎議員ほか４名から修正の動議が提出されております。この動議は所

定の発議者がありますので、動議は成立しております。 

 よって、これを原案と併せて議題といたします。まず、提案理由の説明を求めます。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 尾﨑議員。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 提案理由の説明といたしまして、この議案第４６号、令和７年度忠岡町一般会計補正予

算（第５号）の中には、町立小学校給食費助成金１，０８４万５，０００円と、町立中学

校給食費助成金４８７万５，０００円、合計１，５７２万円が給食無償化対応関連費とし
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て上程されております。この予算を削除した修正予算案をお願いいたします。 

 今回、修正を要望する理由は２つあります。１つ目は財源です。まず最初に申し上げま

すが、町立の小学校、中学校の給食費の無償化を頭ごなしに反対しているわけではござい

ません。実際、昨年度の補正予算での交付金を使っての給食無償化には賛成しておりま

す。賛成した理由は、国からの物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用してお

り、忠岡町に財政負担がなかったからです。 

 なぜ今回反対するのか。問題はお金の出どころです。今回は使える交付金がなく、１，

５７２万円、丸々一般財源を使うということで、このような巨額な一般財源の支出を認め

られないということです。 

 また、国のほうでも給食費が無償化する方向に３党合意が進んでいる状況でございま

す。今、一般財源を使うのは時期尚早であると思います。このような多額の一般財源を使

用するならば、将来の忠岡町の財政などにどう影響するのか、もっと慎重に検討などをす

べきだと思われます。 

 そして、２つ目は、子育て支援に対する物価高騰対策になっていないことです。町の財

政を使った物価高騰対策ならば、子育て世帯に行き渡る施策でなければいけません。物価

高騰で苦しんでいる全子育て家庭に行き渡らせる施策を比較検討するわけではなく、給食

費無償化ありきであるということ。 

 今回は町立の小・中学校に通う世帯のみであり、恩恵がある家庭は限られてしまいま

す。町立の小・中学校に通う世帯だけに優遇することは認めることはできません。しかも

物価高騰はいつ終わるのか、先が見えない状況です。 

 この予算を認めてしまうと、この先、町からの出費が際限なく必要になってしまいま

す。将来の財政を脅かし続けることは、次世代にツケを回すことになります。 

 我が町は、客観的に見て潤沢な財政状態であるとは言えません。今もこれからも子ども

たちの教育にはたくさんの経費がかかります。町の宝物である子どもたちの将来のために

も、短期的に見るのではなく、建設的に長期的に将来の町、全体の財政、町民全体のこと

をいま一度考えていくべきです。 

 このことから、物価高騰対策としての給食費無償化予算案に対して一般財源を使うこと

を認めることができませんので、給食費無償化の予算をなくした修正案を提出させていた

だきます。 

 以上です。 

議長（前川 和也議長） 

 提案理由は、以上のとおりでございました。 

 これより本修正案に対する質疑に入ります。質疑はありませんか。 

６番（高迫 照子議員） 

 はい。 
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議長（前川 和也議長） 

 高迫議員。 

６番（高迫 照子議員） 

 この物価高騰、１０月もすごい値上げラッシュが続いています。親の意見として「何と

しても無償化にしてほしい。給料は全然上がりません。私は２人の子どもを育てています

が、大変です」。また、ある方は「前の福祉文教委員会で否決されたと聞いて、本当にび

っくりした。賛成してもらえると思っていた。子育て中の親は、みんな無償化を望んでい

ます。また、無償化になれば、助かる家庭がほとんどです。高い税金をみんな払っていま

す。子どものために使って文句言う人はいません。ぜひ有意義な使い方をしてくださ

い」。 

 これらは保護者の声ですが、直近の教育委員会定例会の中でも、ある方から「いろいろ

考えがあろうが、思想信条もあろうが、保護者負担軽減のため可決を望む」という声が出

されたと聞いています。このように多くの子育ての皆さんが無償化を望んでおられる。 

 この今の尾﨑議員の中で、一般財源の支出は認められないとか、将来の財政を脅かすと

か、こういうものではないと思うんです。なぜこの給食無償化の助成を削除されるのです

か、お答えください。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 尾﨑議員。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 子育て支援の方の思いをお聞きすることができました。 

 一般財源を使うことに今反対している理由は、今は３学期、１，５００万円です。もし

このまま一般財源を使うことが可能になれば、きっと１年間６，５００万使うことになる

かと思われます。さらに物価高騰しております。６，５００万で済むはずがありません。

もっともっとというお声が出てくるかと思います。 

 まず、一般財源を使う前にきっちり話し合って、皆さんの税金であるということ、そし

て皆さんのために使われる一般財源であってほしいということで、いま一度立ち止まって

いただくために反対をさせていただいております。 

 以上です。 

６番（高迫 照子議員） 

 はい。 

議長（前川 和也議長） 

 高迫議員。 

６番（高迫 照子議員） 
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 財源というのは、忠岡町皆さんのものです。岸和田市では維新も賛成して全会一致で２

学期、３学期無償化という提案がされ、もう実際実現しています。本町では物価高騰対策

として３学期分をやろうとしているんです。 

 本当にこの物価高騰の中で、子育て世代の願いです。あの署名の活動の中でも、ほんと

にこの中学校の給食７，０００円、小学校で５，０００幾ら、６，０００円に近いわけで

すけど、こういうのは非常に家計に響きますと。どうかこれを無償化。大阪府下でも７

４％の自治体が何らかの形で無償化をやってます。だから、ぜひしてほしいという住民の

願いなんです。 

 今、岸和田ではそうやって実現されてるのに、忠岡ではそれがなぜ駄目なのか。お隣は

無償化されてて、こちらの子どもたちは駄目だという、そういう本当に何か私は感じます

けどね。 

 これが今おっしゃった１年間６，０００万円使うことにもなるとかおっしゃいましたけ

ど、忠岡町では３学期分をやろうとしてるんです。それがなぜ駄目なんでしょうか。 

議長（前川 和也議長） 

 高迫議員、質疑ですか。 

６番（高迫 照子議員） 

 はい、そうです。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 尾﨑議員。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 先ほど高迫議員のほうから、岸和田市では無償化が進んでいると、２学期、３学期。こ

の財源を見ておられますでしょうか。これは交付金を使って事業をされております。ふる

さと納税とかも使われております。他の大阪府下７４％の自治体、それぞれ財政状態が違

います。潤沢なところもあります。そして、上手に交付金を使ってはるところもありま

す。 

 私どもの忠岡町には、その潤沢な財源が今なく、また交付金もなく、そのまま使うとい

うことで、私は反対させていただいています。それぞれの自治体には、それぞれの財政状

態があるということをご確認していただきたいと思います。 

議長（前川 和也議長） 

 他に、質疑はいかがでしょうか。 

５番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 
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 河野議員。 

５番（河野 隆子議員） 

 今、尾﨑議員のほうからいろいろとご説明がありました。特に財政、それから財源問

題、このことが言われております。今回の補正予算は、３学期の給食費無償化の予算であ

ります。町長は、このことについては、単年度、単年度、財政状況を見ながら検討してい

くと、これまでも言われております。 

 さきに開かれました福祉文教委員会の中で、反対討論の中ですね。これをご紹介します

と、この先も新年度予算で計上される可能性も大いにあるわけと。それから、その場合、

たとえ単年度であっても、小・中合わせて、この先１年間で約６，５００万円ほど要るだ

ろうということも言われておられます。 

 公平性、持続性というところで、この補正予算、疑問があるという反対討論をされてい

るわけなんですけど、今も言いましたように、町長はこの分、３学期だけの補正予算を組

んでいるわけで、新年度、それはやはりこれから財政状況を見ながら検討していくと言わ

れています。なので、勝手に恒久実施というような決めつけの言い方はおかしいのではな

いかというふうに思います。反対するのはおかしいんじゃないですか。答弁お願いしま

す。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 尾﨑議員。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 昨年度、補正予算で給食費無償化がされました。そのとき町長は議員さんでございまし

た。そのときには一般質問をされておりまして、給食費は恒久的に無償化にしてほしいと

はっきりおっしゃっておりました。町長は、恒久化ありきという考えがその１年前からご

ざいました。そして、昨年度のときは交付金がございましたので、私たちも賛成しました

が、町長は不満を漏らしておりました。交付金では駄目、町の単費で恒久的にしていかな

ければならないっておっしゃっておりました。 

 私はそのとき、とても怖いなと正直思ってしまいました。そして、町長の公約にもはっ

きり給食無償化とおっしゃっております。恒久的に進めていかれることが目に見えている

ということで、私も今回発言させていただいています。 

 一旦こちらで。以上でございます。 

５番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 河野議員。 
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５番（河野 隆子議員） 

 今、怖いというお言葉でありましたが、何が怖いのかちょっとよく理解できませんけれ

ども、是枝町長が議員のときの発言と、今、町長である是枝町長とはね、立場が違うので

ありましてね、議員のときに言ったからそれがイコールということでもありません。やは

り町の財政を背負っておられる町長ですから、そこは、今言いましたように単年度、単年

度で財政状況を見ながらするというふうにおっしゃっているんです。 

 で、今回の議案書の中で、２３ページですけど、前年度の繰越し１億７，３９０万円、

２５ページで財政調整基金積立金１億７，３００万円積み立てています。地方財政法では

ね、繰越金の２分の１を積み立てればよいというふうにされているんですけれども、今回

は全額、財政調整基金に積み立てておられます。 

 令和６年度決算委員会、開かれました。そこで、不用額が約６億円ということもありま

したが、これは新年度予算を組む上で、全て不用額という言葉が適正かどうか分かりませ

んけど、６億円ありました。 

 それから、今回のこの補正予算でね、普通交付税も約４，０００万円入ってきていま

す。反対の根拠、これに恒常的にしたら６，５００万円要ると言われていましたけど、町

長は何にもそんなこと言うてません。決算を打って、さらにこの補正予算で財政調整基金

積み立てておられるんですから、全く反対の理由にはなっていないんじゃないですか。も

う一遍、このことで答弁お願いします。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 尾﨑議員。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 一般財源を、まず給食ありきで町長が考えていらっしゃるというのが、以前から見えて

おりまして、そして一般財源、余裕があるから使えばいいという考えではなく、まず物価

高騰対策として町民皆さんに行き渡るようにまず考えることが大事だと思うんです。 

 子育て支援も、子育ての家庭の方もとても大変だと思いますが、小学校、中学校に通え

ていらっしゃらないお子さんも中にはいらっしゃいます。公平性の面から見ても、その財

源を使うのはいかがなものか。 

 それと、単年度、単年度ごとに考えていくとおっしゃっていたことは、ずっと言い続け

るということになるかと思います。ずっと続けていきたいという意思があるかと思うので

すが、３学期だけだから一般財源使っていいんじゃないかではなく、これから続けられる

可能性があるこの施策自体をもう一度考え直していただきたいと私は思っています。 

 一般財源、本当に大切にしていただきたいです。ため込んでいるわけではないんです。

ぜひもう１回、一般財源を使う目的をしっかり明確にしていっていただきたいと思ってお
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ります。 

 以上です。 

５番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 河野議員。 

５番（河野 隆子議員） 

 目的。目的はちゃんとしっかりしてます。今、物価高騰対策で困っている、それはみん

な困ってますわ。ですから、この補正予算の中で水道料金の基本料金の減免、これは全世

帯に行き渡ります。その補正予算も出ています。 

 なので、今おっしゃられた岸和田の例も言われました。交付金と、それからふるさと納

税も使ってるということであります。ふるさと納税、もちろん今回積む基金、この中にふ

るさと納税入ってるわけなんですね。でしたら、この基金を積まんと使ったらいいわけで

すけど、やはりそれは基金に積み立てられたということでありますので、何にも財政に逼

迫するということもないんです。 

 で、将来が困るからということでありますけど、今、今回はこの３学期、町長、公約で

もない物価対策ですということも言われています。ですので、将来が困ると言われていま

すけど、今この時点でね、その先のことを言うてどうするんでしょうか。今困ってる人に

こういう手厚い施策をすると、それが議員としての立場ではないかというふうに思うんで

す。 

 なので、住民の声に背を向けるというような修正案、これは非常に遺憾であります。な

ので、そのことについてどうですか、もう一度答弁お願いいたします。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 尾﨑議員。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 私たちは決して町民さんに背を向けてはいません。私たちは議員として公平性に、そし

て持続可能な町財政を進めていくために、今回私たちは、本当は給食無償化、去年もさせ

ていただきました。ですが、今回は心を鬼にして考えて、一般財源、笑われてますね。 

議長（前川 和也議長） 

 傍聴席ね、静かにしてくださいよ。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 笑われた方、大丈夫ですか。 

 皆さんの思いに添えていないのかもしれませんが、ちょっと笑うのはいかがなものかと
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思います。 

議長（前川 和也議長） 

 これ、警告ですよ、傍聴席。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 よろしくお願いいたします。 

 これは言いたくなかったですが、私たちを敵にするような言い回しがあったと思いま

す。街宣車でも。それはまた皆さんの討論の中でお話しさせていただいたらいいと思いま

す。 

 私たちは、本当に正々堂々、議員として皆さんの大事な大事なお金を次世代のために続

けていくために考えております。そして、町長は、今回は公約ではないとおっしゃってい

らっしゃいましたが、将来公約に、将来と言ったら駄目ですね、公約ありき、給食費あり

きで考えられておられます。そこを私たちは強く反対しております。 

 そして、一般財源、財政、ため込んでいる基金ではございませんので、しっかりと足に

地をつけて、しっかり皆さんのお金を大事に使っていきたいと思っております。 

 以上でございます。 

議長（前川 和也議長） 

 他に、ご質疑はありませんでしょうか。 

１１番（二家本 英生議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 二家本議員。 

１１番（二家本 英生議員） 

 議案第４６号の修正案について質疑を行いたいと思います。 

 まず、今回のもともとの原案から出されたものなんですけども、今回の補正予算の原案

のほうでは、物価高騰による生活者支援として、水道基本料金の全額免除の２か月延長、

町立小・中学校給食費の３学期分の補助の２点を、生活者支援として行われる補正予算が

ついておりました。 

 この２つの事業は、ともに物価高騰に対する生活者支援でありますが、これは国がこの

交付金を使うに当たり推奨されている事業のメニュー、生活者支援の中には、具体的に学

校給食費等の支援が示されております。水道基本料金の減免、そして小・中学校の学校給

食費の助成については、ともに物価高騰対策として重要なことは周知の事実かと思いま

す。 

 そのような状況の中、給食費の補助だけを削除した修正案を提出したことに、そのこと

について質疑を行いたいと思います。 

 先ほど財源のこともおっしゃっていました。後年度にも負担がかかることもおっしゃっ
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てました。確かに忠岡町、学校の施設についてはもう築５０年を超える施設も多くなって

ます。中には、築７０年にもなる施設があることも承知しております。今後、大規模改修

や長寿命化の工事も必要となってきます。その財源としてですね、一般財源も一部使用し

ますが、大部分は国の補助金や地方債を活用することで対応可能となります。 

 地方債について、総務省の資料では、住民負担の世代間の公平のための調整と題して、

将来、便益を受けることとなる後世代の住民と現世代の住民との間で負担を分かつことを

可能としていると示されています。学校という施設は、建設してから当然数十年と後世代

が使用するものなので、支払いについては後年度へ平準化することにより、単年度に大き

な負担とならないよう配慮がされていることになります。 

 今、そこに配慮するべきではなく、本当に今配慮すべきことは、物価高騰による負担軽

減を少しでも行うことが必要であります。その点について、後年度の負担もあると言って

ますが、その辺についてのお考えをお聞かせください。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 尾﨑議員。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 物価高騰対策として、給食無償化のことを国も推奨しているということですが、物価高

騰対策というのは、全国民、全町民、皆さんが困っていらっしゃることになっておりま

す。そして、国が物価高騰対策対応重点支援地方創生臨時交付金ということで、メニュー

をつくってくださっています。 

 それが今回、私たちの町には、交付金、水道料金で使ったということで、ないというこ

と。そして、水道料金も２か月で数えますので、余った分は一般財源を使わせていただい

ています。その物価高騰対策に使える交付金が今は、今というか３学期の分、今回の分が

ありません。一般財源を使うということ、物価高騰対策にはやはり偏った方、偏ったとい

う言い方はあれなんですけれども、一部の方だけを優遇するのはなかなか認めにくいかと

思われます。 

 そして、これからの課題、お子さん、本当に給食、お金がかかると思います。野菜一つ

買うのにもなかなか手が出ません、高過ぎて。そういうこともあります。子どもたちには

おなかいっぱい、良い質のものを楽しく食べていただきたいんです。これを無償化にして

しまうことによって、質と量、制限される可能性もございます。それを心配して私どもは

言わせていただいています。保護者の方に負担していただくこと、それで保護者の方が声

を出すことができます。おかずを１つ足してとか言えると思います。皆さんの公平性を考

えると、今回一度立ち止まっていただきたいと思っております。 

 答えになっているかあれなんですけど、これしかちょっと言えませんので、以上です。 
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１１番（二家本 英生議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 二家本議員。 

１１番（二家本 英生議員） 

 物価高騰対策ということで給食費の無償化はちょっとどうかなということであって、一

般住民に広く届けることが重要であると、それは分かるんです。 

 ただ、給食費を無償化した分、物価高騰で野菜とか食品が高くなっています。それを家

の食材費に回せば、家の食事がさらに良くなると。そういったこともあって、その分の負

担を１回給食費、助成することによって、家庭の負担も少なくなるかなと思っています。 

 あと、一般住民に広く行き渡るということで、水道料金、今回もともと６か月やった分

をプラス２か月延長でやっております。広く住民にも水道、忠岡町はそういった交付金を

使って、ちゃんと手当、支援をしておりますので、それにプラスしてですね、忠岡町の総

合基本計画の中の基本構想、ここの最初のほうに、将来像としてこういった文言がありま

す。「人口減少が進むと推測され、特に子育て世帯の転出が多くなっています。子育て世

帯への訴求力が求められていることを踏まえ、子育て世帯が過ごしやすい環境の充実が必

要です」と、忠岡町の総合計画にもこういうふうに書かれております。 

 ということであれば、やはり今物価高騰で、確かに皆さん大変なところはあると思いま

すけれども、総合計画に書かれているとおり、子育て世帯への充実した支援、こういった

ことが必要ではないでしょうか。 

 あと１点で結論とさせていただきます。 

 今回、こうやって補正予算の中で、給食費助成を削除の分が出てきましたけども、この

削除した分、その提出者ですね。生活支援、ほかの生活支援は何かお考えあるのでしょう

か。特に忠岡町が提案した子育て世帯への支援、これ、議員側が削除した分の埋め合わせ

が必要ではないでしょうか。委員会でも物価高対策が必要として示していたのなら、議員

は議員提案権もございます。そういったことで代替案を提案することも可能だったと思い

ますが、それを提案しなかった理由を教えてください。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 尾﨑議員。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 まず、総合計画による子育て世帯に充実した支援が必要ということで、今までもしっか

りと子育て支援はされているかと思います。 

 それと、代替案は、やはり子どもさん、０歳から１８歳、みんなに行き渡るような代替
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案を考えております。私が勝手にそういうことはちょっと行政ではないので言えないと思

うんですが、私の中では、給食室の冷蔵庫の水漏れを直す、また給食の米飯の食器をしっ

かり新しいものに変えていく、給食室で働く方の改善、または老朽化した学校、幾らでも

代替案というか、子どもたちのために使っていくお金はあるかと思います。 

 今なら給食の材料費に使ってしまって、なくなってしまいます。ではなく、将来に向け

て学校の施設にお金を足してあげて、そして長く使っていただくような形で、行政の方と

私たちも話合いをしていきたいと思っております。 

 ただ単にお金ではなく、有意義な使い方をしていきたいと思っておりますので、そして

逆に、給食費以外に何か考えられたことはあるのかと逆にお尋ねしたいぐらいでございま

す。 

 以上です。 

１１番（二家本 英生議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 二家本議員。 

１１番（二家本 英生議員） 

 有意義なお金の活用ということですけど、給食費の助成について、これはじゃあ有意義

ではないんでしょうか。私は、今やっぱり子育て世帯というのは物価高、本当に苦しい状

況であります。様々な、当然光熱水費も高くなってますし、塾代も上がってます。いろん

な習い事も皆さんされてますので、今やっぱり１８歳まで子どもを育てようと思ったら、

大体２，０００万から３，５００万のお金がかかってくると言われています。 

 そういった中で、少しでも忠岡町ができること、それがすぐにできることというのであ

れば、まずは今までやってきた給食費の助成ですね。これは過去、令和２年度から、いろ

んな新型コロナの交付金とか、物価高対策の対応の交付金とかで利用されていたと思いま

す。そのときの保護者の声を聞くとね、やっぱり本当に助かったと。これがなかったらま

ではいかないですけども、これでまたほかのこともできると。そういった保護者の声も多

数いらっしゃいます。 

 そういったことで、忠岡町としてこれからの忠岡町を支えていく子育て世帯、そして子

どもたちに、やっぱりより充実した支援が必要ではないかと思っております。 

 財政のことも先ほども何回もおっしゃってましたけども、忠岡町、ちょっと財政調整基

金を調べてみました。調べてみると、令和元年に一度、繰入金を９，０００万しています

が、令和２年度から繰入金、一切しておりません。 

 当然、予算を組む際に２億７，０００万とか、今年度に関して２億７，０００万、財政

調整基金を入れているという話もあったんですけども、過去５年間、大体少ないときで

９，２００万円、多いときで２億７，０００万、こういった予算を組む際に繰入金を入れ
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ておりますけども、決算の際、一切、繰入金の入金はゼロになっています。 

 それだけずっと忠岡町、黒字が今続いている状態であり、基金残高もですね、令和元年

では８億３，０００万しかなかったのが、令和７年、この会の議案第４６号ですね、これ

が補正予算で入れられるとなると、もう２０億を超えてくると。そういった基金を持って

いるのに、やはり子育て支援というのは、それに対しての支援は行わないと、将来に向け

てやっぱり何か考えていかなければならない。それも大事です。 

 でも、やっぱり今現在、私たちが子育てしている子どもたちに、まず支援することが将

来につながることだと思いますので、そういったことで、これで質疑は終わりたいと思い

ます。 

 以上です。 

議長（前川 和也議長） 

 答弁は。 

１１番（二家本 英生議員） 

 答弁は要らないです。 

議長（前川 和也議長） 

 では、他の方の質疑を認めます。 

２番（今奈良 幸子議員） 

 はい。。 

議長（前川 和也議長） 

 今奈良議員。 

２番（今奈良 幸子議員） 

 お聞きします。本町に住民票がある小・中学生、人数と、令和７年度の就学援助補助事

業対象者と、特別支援教育就学奨励事業対象者の人数、そして給食費の支給をされている

方は、全体の何割に値するのか、お示しください。 

議長（前川 和也議長） 

 柏原部長。 

教育部（柏原 憲一部長） 

 申し訳ございませんが、令和７年度についてはまだ確定していなくてですね、数値が手

元にございませんので、令和６年度の数値でお答えさせていただきたいと思います。 

 令和６年度の就学援助費の支給状況でございますが、小学校の要保護、それから準要保

護の対象者数につきましては、１３３人で１８．１％、中学校の要保護、準要保護対象者

数については６２人の１５．９％、それから特別支援教育就学奨励事業の対象者数につき

ましては、小学校が１２人で１．６％、中学校が２人で０．５％でございます。全体でし

ますと、１８．５％ぐらいになりますので、約２割弱程度かなという数字でございます。 

議長（前川 和也議長） 
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 今奈良議員。 

２番（今奈良 幸子議員） 

 ありがとうございます。この制度ですけども、この制度は給食費を無償に現在されてい

る方ですね、支給をされている方が約２割の方おられると。それは、今回の修正案じゃな

い場合は、この２割の方には行き届かないということが今分かりました。 

 そしてあと、理事者の方と町長にもお聞きしたいと思います。まず、理事者の方に、福

祉文教委員会が終わった後に、町長から何か指示があったのか。また、あった場合、どの

ような内容であったのか、教えてください。 

 そして、町長には、福祉文教委員会が終わってから議案を通すために、理事者に何を指

示をされたのか。あればどのようなことを指示し、何が分かったのか、その内容も教えて

ほしいこと。あと、議員に対して何かされたのであれば、何を行ったのか。 

 ３点目、住民の皆様にはどのようなことをお訴えしてこられたのか、教えてください。 

議長（前川 和也議長） 

 まず部長から。柏原部長。 

教育部（柏原 憲一部長） 

 理事者側ということでお答えさせていただきます。 

 福祉文教常任委員会の前からでございますけれども、一応ご指示を頂いておりました

が、内容につきましては、各課や党に対しましては、この議案の内容等に関しては、必要

な範囲で十分説明するようにというようなご指示は頂いておりました。 

議長（前川 和也議長） 

 町長に対しても向けられていたと思いますが、町長。 

町長（是枝 綾子町長） 

 福祉文教常任委員会の中で、いろいろご意見を頂いたというところで、私立学校のほう

に行かれているお子さんはどのぐらいいるのかということは調査を指示をいたしまして、

５０人弱いらっしゃるというところもちょっとお聞きをして、その方々にできることはな

いのかと、給食費の助成とかできないのかというところでの試算というところと、この財

源の範囲内でできるかというところでは、ちょっとなかなか難しいところがあるというこ

とでありますので、そういった公立小・中学校に行かれていない方々についての、どのぐ

らいいるのかという、ちょっとそういう調査はいたしました。 

 そういった方々も物価高騰のあおりを受けているということには変わりはございません

し、また給食費の補助ということでありますので、お昼ご飯の補助じゃありませんので、

給食費を支払っていらっしゃるというところでは、やっぱり私立に行かれている方も対象

に該当するという考え方は、私自身もそういう理解を深めてきたところでございます。 

 この補正予算が通るためにどういったことをされたのかということでありますけれど

も、議員の皆様に再度そういったご理解をお願いしますというお声かけは、できる範囲で
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はさせていただきましたが、今日どういう結果が出るかというところは、私はちょっと存

じ上げないところでございます。 

 以上でございます。 

議長（前川 和也議長） 

 今奈良議員。 

２番（今奈良 幸子議員） 

 職員の方というよりも町長自らですね、調査していただいたということは１点分かりま

したけれども、議員に対してやったということですが、私のところには来られなかったの

で、どう思っているのかなというのですけれども。 

 あと、最後ですね、住民の皆様に対してはどのようにお訴えをしてこられたのか、最後

答弁頂いてないので、その分お願いいたします。 

町長（是枝 綾子町長） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 町長。 

町長（是枝 綾子町長） 

 住民の方への訴えということで、議案の審議中ということもございますし、私が何かで

きると住民の方に訴えるということは、なかなかしづらい状況ではあるかと思います。訴

えるということは、別に法的に何の制限もございませんし、することはできますけれど

も、特にこういったことをいっぱいたくさんしましたということではございません。 

 あとは、議会のご議論を住民の皆様がどのように感じてご判断されるかなというところ

ではあるかというふうに思います。 

 以上です。 

議長（前川 和也議長） 

 他に、質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 なきようですので、質疑を終結いたします。 

議長（前川 和也議長） 

 本件は、委員会付託を省略いたします。 

議長（前川 和也議長） 

 これより、議案第４６号の原案及び修正案について、一括討論に入ります。 

 まずは、原案に賛成者の発言を許します。 

３番（北村 孝議員） 

 議長。 
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議長（前川 和也議長） 

 北村議員。 

３番（北村 孝議員） 

 議案第４６号、令和７年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）について、賛成の立場で

討論をいたします。 

 １０月にも３，０００品目に達する食料品等々の値上げが報道されております。そうい

った社会情勢に、住民の皆さんの経済的負担軽減の対応として、現在取り組まれておりま

す水道基本料金の全額免除の期間を、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の追加分

を活用し、２か月延長し、子育て世帯への経済的負担の軽減をするため、小・中学校の３

学期分給食費を補助。なお、給食費無償化については、国において３党合意し、来年度か

ら段階的に実施されると伺っております。 

 今回出されている小・中学校給食費補助の財源は、町財政の一般財源からの捻出であ

り、将来的には財政に影響が出るとのことが担当部局からの答弁もありましたが、近年の

長引く物価高騰から必要と考えます。その上で、町内に在住しながら私学に行っているご

家庭が対象でないことについては、公平性の観点からいかがなものかと思います。 

 また、公明党は無償化を進める上で、恒久財源の確保や公平性といった課題の解消が必

要と考えます。 

 以上のことをもって、賛成討論といたします。 

議長（前川 和也議長） 

 次に、修正案に賛成者の発言を許します。 

２番（今奈良 幸子議員） 

 はい。。 

議長（前川 和也議長） 

 今奈良議員。 

２番（今奈良 幸子議員） 

 修正案に賛成、原案に反対の立場で討論いたします。 

 福祉文教委員会を終え２０日間がたちましたが、一度たりとも是枝町長から、私のほう

には何もアクションはなく、それどころか、先頭に立ってマイクを握り、共産党議員団や

ある団体とともに、駅前にてこの議案が否決されたこと、反対への疑義とともに、維新の

批判を町民に訴えていたこの事実は、地方自治法第１４７条にある「普通地方公共団体の

長は、当該普通地方公共団体を統括し、これを代表する」というお立場である首長がする

行動として考えると、丁寧さ、謙虚さに欠け、あるまじき行為だと私は感じております。 

 本気で議案を通したいと思うのならば、前町長もされておりましたけれども、住民の代

表として、その町村の意思を決定する重要な職責を持っている議員に対し丁寧な説明を行

う必要があったのではないでしょうか。 
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 町長の支持者である共産党忠岡町議員などによりチラシが配布されておりますが、私の

反対討論を全文載せず、切り取って解釈を交えた文章を載せたことにより、町民の皆様に

誤解を招きましたが、その方々に反対討論の全文と思いをしっかりと説明したところ、納

得していただき、維新も誤解をされているから事実を載せたチラシを出すようにとの心配

のお声と、応援のエールも頂いている事実があります。 

 町民の皆様の声に耳を傾けることは大切ではありますが、私たち議員として職責をしっ

かりと果たす必要があります。 

 議員必携には、判断をする際には２つの側面があり、議員は全体の代表者であり、奉仕

者であるという全体的立場に立っての一般的な意思による判断である。また、反面におい

て、選挙において、自らの選挙母体となった地区なり組織の立場に立っての文化的な意思

による判断であると言われる。そして、議員としては、この２つの側面から働く一般的意

思と文化的意思が合致するときは何ら問題はないが、それが相反し矛盾する場合の判断が

大事であって、そのような場合、議員たる者は自己の内部において、これを調整、統合

し、消化する義務を有するのであると書かれており、今まさにこの状態にあると感じてい

ます。 

 今回の争点は、教育無償化を物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金で行っている

か、一般財源で行っているかという財政面、そして住民の福祉の向上を目指し、物価高騰

対策、子育て支援の政策を考える上で、大阪府下７４％が行っているからや、住民の声で

あるからというだけで１，６００万円近くの一般財源、住民の皆様から集めた税金を使う

のにもかかわらず、比較検討など調査を一切行っておらず、根拠が欠如しており、拙速で

あると言わざるを得ません。 

 財源面では、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を使って、本町は８月から１２

月分の水道基本料金全額免除を行い、今回の補正で追加２か月分を交付金と、一般財源で

足りない部分を補い、住民全体が平等に行き届いた事業を行う運びとなっています。 

 一般財源で行うのであれば、措置的な対応をとる必要はないので、まずは財源を生み出

す体制づくりを行い、本町において持続可能な行財政運営を実現するために、子育て支援

や物価高騰対策に関する政策を、段階的かつ計画的に検討を実施していく必要がありま

す。 

 例えば、お隣の泉大津市の非常事態下における金芽米の特別販売のように、市民の生活

の安定を図る公共的目的で行う政策は、需要があり、しっかり考えられた社会情勢に沿っ

た自治体独自のものになっています。 

 以上のこと、及び福祉文教委員会でもお伝えしたとおり、町立小・中学校給食費助成の

部分において、公平性、持続性、説明責任の３点で課題が解消されていないこと、特に首

長というお立場であるにもかかわらず、政策立案過程を踏んでいないため、根拠が不明確

である補正予算には賛成できかねますので、修正案に賛成いたします。 
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 以上です。 

議長（前川 和也議長） 

 続きまして、原案に賛成者の発言を許します。 

６番（高迫 照子議員） 

 はい。 

議長（前川 和也議長） 

 高迫議員。 

６番（高迫 照子議員） 

 修正案に反対し、原案に賛成する討論をいたします。 

 この物価高の中で、子育て世代は大変です。食材も上がって、本町での給食の代金は小

学校で約６，０００円、中学校で７，０００円です。先ほどから出てますが、大阪府下の

７４％の自治体も中学校だけ無償化する、あるいは小学校だけ無償化するとか、いろんな

形で無償化にしています。 

 先日、子育て世代の経済的負担を軽減するための給食無償化、質の向上の署名を、短期

間でしたが集めて、２，４９０筆集まりました。 

 お隣の岸和田市では、維新の会、自民党、公明党、共産党など全会一致の賛同で、２学

期から給食無償化が実現しています。国も無償化推進を検討している動きもあります。ぜ

ひ本町でも、住民の暮らしを守る高物価対策として、子育て世代を応援しようではありま

せんか。本件は、３学期の実施を提案しているものであります。財源も示されているとお

りで、心配するものでありません。どうかよろしくお願いします。 

議長（前川 和也議長） 

 次に、修正案に賛成の方の発言を許します。 

８番（田辺 みき議員） 

 はい。 

議長（前川 和也議長） 

 田辺議員。 

８番（田辺 みき議員） 

 ８番、田辺みきです。議案第４６号、令和７年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）の

修正案について、賛成の立場から討論いたします。 

 私は、令和７年９月１０日、福祉文教常任委員会にて、本年度３学期、町立小・中学校

給食費全額助成事業費１，５７２万円を一般財源で充てる補正予算案について、反対を表

明いたしました。 

 まず、給食費無償が必要な非課税世帯と低所得世帯に対しては既に実施されています。

さらに、子育て支援、教育費無償、子ども手当等で現在も実施されています。 

 物価高騰対策が収まるまでということでしたので、この物価高騰の状況が長期化した場
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合、給食費全額助成事業が年度を越えて実施された場合の財源についてお伺いしたとこ

ろ、理事者によるご答弁として、限られた財源である中で、教育施設の老朽化対策など優

先すべき他の事業との慎重な協議が必要であるとして、明確に財源が確保されるご回答は

得られませんでした。 

 仮に今回の助成事業が通年の事業として恒久化された場合、今回は３学期だけで１，５

００万円の予算ですから、単純計算でも５，０００万円前後の予算が必要となります。こ

うした状況で、予算を捻出するとなると、長期的には教育施設の老朽化対策などの事業を

後回しにするか、基金を取り崩し、やがては町債を発行して対応するほかありません。前

者の場合、子どもたちの安心・安全にかえってマイナスとなりかねません。 

 既に教育費は物価高などで圧迫されている状況にあります。令和７年度の予算の教育費

は７億円と、前年度から１億４，０００万円程度増えています。例えば光熱水費だけで、

小学校では８００万円、中学校では３００万円、合わせて１，１００万円にわずか１年で

増えています。ここに恒久的に５，０００万円を上積みすれば、現場へのしわ寄せは避け

られません。 

 特に現在の物価高は、食料品がインフレしており、８％から９％台の上昇だと指摘され

ています。こうした中で、給食を無償にするといって税負担化することで、１食当たりの

給食費はむしろ予算で固定化され、給食の中身がインフレに伴ってどんどん量と質が切り

下げられ、子どもたちが満足できないものとなっていきます。仮に補正予算などで機動的

に給食費を底上げしても、それは町の財政を直撃することになります。 

 もちろん基金という貯金を取り崩し、あるいは町債を発行するという方法もあります

が、それは本当に子どもたちのためになるのでしょうか。借金とは、基本的に税負担の将

来世代への先送りです。今の私たちが借金を返済できない場合、それは大人になった子ど

もたち自身が返済する側に回ります。つまり、借金依存型の給食無償化は、子どもたちに

優しく見せて、彼ら自身にその負担を押しつけることになりかねないわけです。 

 皆様ご存じのとおり、現在の町の財政状況は、過疎化、少子・高齢化等で厳しい見通し

こそあれ、決して楽観できる状況ではなく、基金の取崩しは慎重にならなければなりませ

ん。物価高そのものも、海外・国内要因が複合し、短期で収まる保証はありません。海外

に目を向ければ、国際情勢は非常に緊迫しており、物流網が滞ったり寸断されてもおかし

くない状況です。 

 そもそも２０２２年から続く現在の物価高も、きっかけはウクライナ戦争で、その影響

は現在も残っています。国の内側に目を向けても、コロナ対策で財政が膨張し、国の債務

がさらに膨らんだ結果、利上げもままならなくなり、円安による輸入コスト上昇と物価高

を招いている側面があります。加えて、人手不足やインフラの老朽化がこれに拍車をかけ

ています。 

 少子・高齢化が一層進み、日本の基礎的な国力、税基盤の維持が難しくなる中で、海外
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情勢も予断を許さない状況で、物価高が短期に収束すると見るのは危険です。中長期を見

据えた持続可能な対策の検討が必要です。 

 物価高騰対策ということをおっしゃるのであれば、町民全員に対する影響をよくよく見

ながら慎重に検討すべきです。特に一律の無償化は、どうしても支援が薄く広くなり、本

当に困っている人を救うには困難な反面、町への財政負担は極めて大きくなります。 

 また、物価高そのものは、町民全員の生活における切実な問題である一方で、子どもが

おられない世帯、年金等限られた収入の中で生活をしている世帯などもあり、著しく公平

性を欠くと判断します。 

 以上のことから、拙速に一般財源を充ててまで強行することに対して重く懸念する立場

で、反対の意思を表明させていただいた次第です。ですので、令和６年度３学期の町立

小・中学校給食費全額助成事業に対する委員会決議、否決分を除くこのたびの補正予算修

正案について、賛成の立場を表明させていただきます。 

 なお、最後になりますが、別の論点を付け加えさせていただくことがございます。さき

の常任委員会での否決直後、翌日から町内を街宣車が走行し、私の知る限りでも２種類の

チラシが配布されました。 

 配布されたチラシの１つは、日本共産党忠岡町議会議員団の議会報告となります。そこ

には、否決した議員の名前と反対理由が記載されていましたが、特に私たちが最も重視し

た一般財源への影響については具体的な説明がなく、結果として切り取られ、誤解を招き

かねない形で広められております。表現の自由そのものは尊重されるべきものです。しか

し、今回のように、定例会中、しかも採決前の段階で議員個人を名指しし、部分的な情報

を用いて世論を動員しようとする行為は、議会の自由な審議と独立性を侵す圧力となりか

ねません。これは、議会制民主主義にとって看過できない問題であります。 

 採決が終わった後に賛否の理由を住民に伝えることは当然の政治活動の自由でありま

す。しかし、採決前に議会の判断を外部から操作しようとすることは、議会の自立性に対

する挑戦であり、制度の根幹を揺るがすものであります。今回の事例を単なる一会派や一

団体の活動として、矮小化すべきではありません。 

 地方自治は民主主義の学校と呼ばれています。忠岡町議会ハラスメント防止条例では、

第３条、議員の責務として、議員は町政に携わる権能及び責務を自覚するとともに、常に

高い倫理感を持ち、地方自治の本旨に従って、その使命の達成に努めなければならないと

定められています。 

 だからこそ、議員としての立場から、採決前に外部から圧力をかけることの是非を明確

に問いかけ、議会制民主主義を守る姿勢を示すことが必要であると考えます。 

 以上で発言を終えます。 

議長（前川 和也議長） 

 次に、原案の賛成の方の討論を認めます。 
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５番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 河野議員。 

５番（河野 隆子議員） 

 修正案に反対、原案に賛成の討論をいたします。 

 これまで大きな財政負担、財源のことでいろいろと質問もあり、討論もありました。質

疑の中で、財源につきましてですね、きちっと私、数字も示したところであります。そこ

の中身といいますと、繰越金１億７，０００万、そしてちゃんとそこは財政調整基金に積

んでいるというところと、交付税の算入もあったというところであります。そして、決算

を打ちましたら、実質収支は約１億７，０００万とあったというわけであります。 

 １つ、お隣の岸和田市さんは交付金とふるさと納税も使ってということもありましたけ

れども、それでしたら、本町も財政調整基金に積まなくって、それを使ったら、それは反

対ではなかったのでしょうか。ちょっとそこら辺は私も疑問に思うところであります。 

 それで、物価高で暮らしが大変であるというのは、もちろんどの世帯もそうでありま

す。ですから、今回は全世帯に行き渡る水道料金の減免、これも盛り込まれております。 

 あともう１つ、今、公共施設の老朽化対策でお金が要るという意見もございました。こ

れのことについて一言申し上げておきますと、公共施設、もちろん教育施設、それから公

用施設、いろいろとあるわけなんですけども、これを老朽化対策とか、例えば建て替えと

かですね、いろいろとあるわけなんですけど、そこで地方債、地方債を必ず大体発行して

やっているわけなんですけども、発行の割合というのは教育施設であれば大体９０％、そ

れから公用施設であれば７５％と、残りは一般財源から出すという形になろうかと思うん

ですけども、全てね、ですから１００％、例えば基金を崩してこの老朽化対策に使うとい

うことはないわけです。必ずこの地方債を発行する。 

 その理由はですね、やはり公共施設というものは、今私たちじゃなくて、後々の住民の

方も使うわけでありますから、やはり地方債を発行して後々の方にも負担をしていただく

という公平性を持つためにね、この地方債を発行するんです。ですから、もし老朽化対策

をするとしたら、財政調整基金をそれを使ってやるということは間違いでありますので、

そこはきっちりとお調べ願いたいというふうに思います。 

 ですので、老朽化対策にお金が要るというのはよう言うてはりますけども、そこは地方

債を発行して後々の方に、将来使われる方もいらっしゃいますので負担をしてもらうと、

これは公平性を保つ上で大事なことだというふうに思います。 

 ですので、やはり先ほどから、子どもが宝だとか、それから子どもさんもいない方もい

らっしゃるとか、そういったこともありましたけど、やはり子どもというのは社会全体で

育てていくものでありますし、大きくなったらやっぱり税金も払っていただくと、そうい
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ったこともありますので、そのことは言わせていただきます。 

 ですので、この修正案に反対で、給食費を削除するということの理由、これは私の先ほ

どの質疑でも財源もきっちり示したところでありますが、きっちりとしたお答えはなかっ

たというふうに思います。 

 ですので、この修正案には反対をし、原案に賛成ということでちゃんと討論をいたしま

す。 

 以上です。 

議長（前川 和也議長） 

 次に、修正案に賛成の方の討論を認めます。 

７番（森野 良一議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 森野議員。 

７番（森野 良一議員） 

 令和７年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）について、原案に反対して、修正案に賛

成の討論をさせていただきます。 

 物価高騰対策ということで進められておられるんですけれども、物価高騰対策で国のほ

うでも今、非課税世帯や子育て世帯に対する給付金を支給してくださっています。また、

１人４万円の定額減税を実施するなど、主体となって物価高騰対策をしていただいてきま

した。要は、国がアクションを起こしてから、地方自治体、そしてこういう町に下りてく

るのが物価高騰対策かと思います。だから、まず一般財源を使って先にするんではなく、

まず地方自治体や国へ物価高騰対策として投げかけるのが先やと思うんです。 

 要は、これを一般財源で進めていくと、財政が破綻するのが早くなり、そして、そのツ

ケが、私も一般質問のときにも申しましたけれども、私も子育て世帯の１人ですし、家計

が楽になることは非常にありがたいことですけども、そのツケを子どもたちの世代がかぶ

ることだけは避けたいんです。 

 だから、別にこの無償化を反対しているわけじゃないです。国からの補助があるんであ

れば賛成なんです。ただ、一般財源でずっと続けていくということに対して反対している

だけであって、ちゃんと国からの補助金が下りるのであれば私は賛成という考えを持って

おりますので、今この物価高騰対策ということでの小・中学校の一般財源を使っての給食

費無償というのには賛成できないという思いであります。 

 以上です。 

議長（前川 和也議長） 

 次に、原案の賛成の方の発言を許します。 

１１番（二家本 英生議員） 
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 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 二家本議員。 

１１番（二家本 英生議員） 

 議案第４６号、令和７年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）について、原案賛成、修

正案反対の立場で討論を行います。 

 総合計画の基本構想の最初、将来像でこのような文言があります。「人口減少が進むと

推測され、特に子育て世代の転出が多くなっています。子育て世代への訴求力が求められ

ていることを踏まえ、子育て世代が過ごしやすい環境の充実が必要です」とあります。 

 今回、国の物価高騰対応の交付金の推奨メニューでも、生活者支援として４つのメニュ

ーが挙げられています。その２番目に、エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育

て世帯支援が挙げられ、小・中学生の保護者の負担を軽減するための小・中学校等におけ

る学校給食費等の支援と、具体的に挙げられています。 

 国の推奨メニューに挙げられているぐらい重要とされていますが、今回の組み替え動議

で削除されようとしています。本来であれば、水道料金の基本料金減免も含めて、この両

事業、同等に扱う必要がありますが、子育て支援だけを削除するのは総合計画の基本構想

からも外れており、総合計画が根本から覆され、全く理解できません。 

 また、福祉文教常任委員会でも、町からの答弁があったように、財源が限られているの

で一定期間の負担軽減についてその都度協議していく予定とのことでした。財政負担を問

題視する声もあるのも理解していますが、国の補助金や有利な地方債を十分検討すること

で、後年度の財政不安を抑えることも可能です。 

 私自身、給食費の助成については、議会で何度も無償化をはじめ、物価高騰によって値

上がりした給食費相当分の助成を求めてきました。理由として、子育て世帯には平均約

２，０００万円から３，５００万円が必要だと、文部科学省や厚生労働省、各種民間調査

の結果が出ており、少しでも子育て世代の負担を軽減する必要があると感じているからで

す。 

 過去、コロナ禍のときや物価高騰対応の交付金で給食費が助成となったとき、保護者の

皆さんは大変助かったと喜んでおられました。子育て世帯の負担軽減をすることで、子育

て世代が過ごしやすい環境の充実が可能であり、総合計画の趣旨にも十分合致します。 

 体育館のエアコン設置の工事も遅れ、子どもたちや保護者の皆さんには苦労をかけてい

るところです。だからこそ、現在、急激な物価高により子育て世帯をしっかり支える策が

必要であります。よって、給食費助成費用が含まれる原案に賛成し、修正案には反対とい

たします。 

 以上です。 

議長（前川 和也議長） 
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 次に、修正案に賛成の方の発言を許します。 

１番（河瀬 成利議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 河瀬議員。 

１番（河瀬 成利議員） 

 修正案に賛成、原案に反対の立場から討論いたします。 

 まず、補正予算について巨額な支出ですね。一般財源を使っていること。そして、巨額

支出の給食費というのは約１，５００万円程度ですね。関わらず、何の比較対象も考え

ず、簡単にこういう議案を提出したこと。そして、内容を吟味せずに、とにかく給食無償

化したいとの思いで町長は議案提出したと。 

 町長の公約の中で、今まで町長になられてから何一つできてないということで、そして

その公約、物価高騰とおっしゃってますが、その中で給食費無償化というのを公約として

挙げておられて、これを出してきたというのはが分かるんでありますが、もう少しよく考

えて行動していただきたいというふうに思います。 

 そして、先ほど田辺議員からもいろいろありましたが、私も思うんですけれども、実

際、私の家にも反対されたというビラが入っておりまして、首長自らですね、福祉文教委

員会で否決になってから、共産党と一緒にですね、駅前で演説して、反対されたという不

満を訴えていらっしゃったということを聞きました。やはり、私は一般質問でもいつも言

ってるように、首長、町長たる者ですね、のあるまじき行為だと私は思います。 

 やはり議員のときと、町長、首長になった立場、先ほども共産党の方から議員と町長は

立場が違うというふうにおっしゃられたとおり、やはりその辺のところをよく考えて行動

していただきたい。これは常に一般質問でも私は言ってます。でないと、忠岡町の行政が

本当におかしな方向に行っております。実際その辺のところをよく考えていただいて、共

産党とともにですね、こういう行政を行うのもいろいろ考えて行っていただきたいと。後

ろからあおられたり、いろいろあると思いますが、その辺のところはですね、一緒になっ

て演説を行うなどという行為は絶対に行ってほしくないというふうに思いますので、その

辺のところはよく考えて行動していただきたいと思います。 

 以上です。 

議長（前川 和也議長） 

 次に、原案に賛成の方の発言を許します。ないですか。 

（な  し） 

議長（前川 和也議長） 

 修正案に賛成の方もないですね。 

（な  し） 
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議長（前川 和也議長） 

 では、なきようですので、討論を終結いたします。 

議長（前川 和也議長） 

 これより、議案第４６号 令和７年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）についてを、

採決いたします。 

 まず、本件に対する修正案について、起立により採決いたします。本修正案に賛成の議

員の起立を求めます。 

（可否同数） 

議長（前川 和也議長） 

 可否同数でありました。したがって、地方自治法第１１６条第１項の規定によりまし

て、私、議長が本件に対して裁決いたします。 

 本議案に対する修正案について、私、議長は可決と裁決いたします。 

議長（前川 和也議長） 

 次に、修正可決した部分を除く原案について採決いたします。修正可決した部分を除く

原案のとおり、決することに賛成の議員の起立を求めます。 

（起立多数） 

議長（前川 和也議長） 

 起立多数であります。よって、議案第４６号の修正可決した部分を除く原案は可決され

ました。 

 議事の都合により、これより暫時休憩に入りたいと思います。 

 再開は午後１時。午後１時からの再開といたします。 

（「午前１１時５７分」休憩） 

 

議長（前川 和也議長） 

 休憩前に引き続きまして、会議を再開いたします。 

（「午後１時００分」再開） 

（出席議員及び議事参与員休憩前に同じ） 

 

議長（前川 和也議長） 

 日程第６、議案第４７号 令和７年度忠岡町国民健康保険事業勘定特別会計補正予算

（第２号）について、討論を行います。討論はありますか。 

（「なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 討論なしと認めます。 

 これより議案第４７号を採決いたします。 
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 本件について委員長の報告は原案の可決でありました。委員長の報告のとおり決定する

ことにご異議はございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 ご異議ないものと認めます。よって、議案第４７号は委員長報告のとおり可決されまし

た。 

 

議長（前川 和也議長） 

 続きまして、日程第７、議案第４８号 令和７年度忠岡町介護保険特別会計補正予算

（第１号）についての討論を行います。討論はございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 討論はなしと認めます。 

 これより議案第４８号を採決いたします。 

 本件について委員長の報告は原案可決であります。委員長の報告のとおり決定すること

にご異議はございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 ご異議ないものと認めます。よって、議案第４８号は委員長報告のとおり可決されまし

た。 

 

議長（前川 和也議長） 

 続いて、日程第８、議案第４９号 令和７年度忠岡町後期高齢者医療特別会計補正予算

（第１号）について、討論を行います。討論はございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 討論なしと認めます。 

 これより議案第４９号を採決いたします。 

 本件について委員長の報告は原案可決でありました。委員長の報告のとおり決定するこ

とにご異議はございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 ご異議ないものと認めます。よって、議案第４９号は委員長報告のとおり可決されまし

た。 
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議長（前川 和也議長） 

 続いて、日程第９、議案第５０号 令和７年度忠岡町下水道事業会計補正予算（第１

号）について、討論を行います。討論はございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 討論なしと認めます。 

 これより議案第５０号を採決いたします。 

 本件について委員長の報告は原案可決でありました。委員長の報告のとおり決定するこ

とにご異議はございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 ご異議ないものと認めます。よって、議案第５０号は委員長報告のとおり可決されまし

た。 

 

議長（前川 和也議長） 

 日程第１０、認定第１号 令和６年度忠岡町一般会計及び各特別会計歳入歳出決算認定

について、並びに、日程第１１、認定第２号 令和６年度忠岡町下水道事業決算認定につ

いて、以上の２件を一括して議題といたします。 

 本件は、９月５日の本会議におきまして、決算審査特別委員会に付託し、審査を行いま

した。 

 これより、決算審査特別委員会の尾﨑孝子委員長より審査の結果報告を求めます。 

委員長（尾﨑 孝子決算審査特別委員会委員長） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 どうぞ。 

委員長（尾﨑 孝子決算審査特別委員会委員長） 

 前川議長のお許しを頂きまして、ただいまから決算審査特別委員会委員長報告をさせて

いただきます。 

 本件は、令和７年９月５日開会の第３回定例会におきまして、本特別委員会に付託さ

れ、閉会中の継続審査となりました令和６年度忠岡町一般会計及び各特別会計歳入歳出決

算認定、及び令和６年度忠岡町下水道事業決算認定について、審査の経過及び結果につい

て、ご報告申し上げます。 

 委員会は、９月１６日、１７日、１９日の３日間にわたり、町長、教育長ほか関係職員

の出席を求め、一般会計及び各特別会計及び下水道事業会計について、健全な財政運営を

維持しながら、予算の目的に沿った効率的、効果的な執行がなされたか、さらに事業効果
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についてどうであったかなど、綿密かつ慎重に審査した次第でございます。 

 出席委員は、河野隆子副委員長、今奈良幸子委員、北村孝委員、森野良一委員、私、尾

﨑孝子が出席のもと審査を行いました。 

 各会計の歳入歳出決算高は、既に議員各位に配布されています決算書のとおりでありま

す。 

 経営戦略課より令和６年度の一般会計の決算状況について説明がありました。まず、令

和６年度の一般会計決算規模は、歳入で７８億７６３万１，０００円、歳出で７６億３５

９万２，０００円となりました。 

 歳入については、公共施設整備基金繰入金、シビックセンター等ＥＳＣＯ事業債や町民

運動場防災倉庫等整備事業債などの地方債の反動減や繰越金の減により、前年度と比べて

９億５，１１７万４，０００円、１０．９％の減となりました。 

 歳出については、シビックセンター等ＥＳＣＯ事業、町民運動場改修事業や東忠岡地区

認定こども園整備工事など大規模な事業の完了に伴い、投資的経費の減により、前年度と

比べて１０億４，７４４万７，０００円、１２．９％の減となりました。 

 決算収支につきましては、歳入歳出差引額は２億４０３万９，０００円、実質収支は１

億７，３９０万１，０００円の黒字となりました。 

 また、単年度収支は６，６４８万１，０００円の黒字、実質単年度収支は２億６，０２

９万９，０００円の黒字となりました。 

 歳入においては、町税は２，９６７万円の減、地方交付税は国税収入の伸びによる再算

定に伴う増などにより１億９８２万５，０００円の増、国庫支出金が都市構造再編集中支

援事業費補助金や物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金などの減により５，３７９万

６，０００円の減、府支出金が自立支援給付事業負担金や児童発達支援事業負担金の増な

どにより５，１９３万４，０００円の増、寄附金がふるさと応援寄附金の減により６６８

万８，０００円の減、町債がシビックセンター等ＥＳＣＯ事業債や町民運動場防災倉庫等

整備事業債などの減により６億９，８１４万２，０００円の減となるなど、歳入全体で

は、前年度比９億５，１１７万４，０００円の減となったとのことです。財源構成におき

ましては、自主財源の割合が３９．６％、依存財源の割合が６０．４％と、依存財源割合

は昨年度から微増となっています。 

 一方、歳出では、義務的経費において、人件費が１億３，７８０万６，０００円の増、

扶助費が介護給付・訓練等給付費や児童手当の増などにより、１億５，５９８万７，００

０円の増、公債費が８，２１２万２，０００円の減となるなど、義務的経費全体では２億

１，１６７万１，０００円の増となりました。 

 投資的経費は、シビックセンター等ＥＳＣＯ事業や町民運動場改修工事などの完了に伴

う減により１０億７，１８２万１，０００円の減となりました。 

 補助費等につきましては、町立小・中学校給食費助成金の減などにより２，７８８万



35 

 

２，０００円の減、積立金は前年度繰越金やふるさと忠岡応援寄附金に係る基金積立金の

減により２億８，３１６万３，０００円の減となりました。 

 歳出全体では、１０億４，７４４万４，０００円の減となったとのことです。 

 結果、令和６年度は、財政調整基金の取崩しはございませんでした。引き続き健全な経

営に努めてまいりますとのことです。 

 次に、国民健康保険事業勘定特別会計については、歳入が１７億４，４３８万５，００

０円で、前年度と比べて６，４１６万３，０００円、３．５％の減となりました。歳出は

１７億４，２７８万２，０００円となり、前年度と比べて５，８３３万５，０００円、

３．２％の減となりました。 

 歳入歳出差引額（実質収支）は、１６０万３，０００円の黒字となっております。 

 次に、介護保険特別会計については、歳入が１７億４，８３２万７，０００円で、前年

度と比べて３，６９４万３，０００円、２．２％の増となりました。歳出は１７億２，６

９５万円となり、前年度と比べて６，７４８万６，０００円、４．１％の増となりまし

た。 

 歳入歳出差引額（実質収支）は、２，１３７万７，０００円の黒字となっております。 

 次に、後期高齢者医療特別会計については、歳入が５億７，８２２万５，０００円で、

前年度と比べて３，６０６万２，０００円、６．７％の増となりました。歳出は５億７，

０５１万４，０００円となり、前年度と比べて３，７７８万円、７．１％の増となりまし

た。 

 歳入歳出差引額（実質収支）は、７７１万１，０００円の黒字となっております。 

 次に、下水道事業決算については、企業会計方式の経理方法により、管理運営に関する

もの（収益的収支）と施設の建設に関するもの（資本的収支）に区分しています。 

 収益的収支については、収入が７億７，３３０万３，０００円で、前年度と比べて５，

４９７万４，０００円の減、支出は６億９，７８５万８，０００円となり、前年度と比べ

て３，６７０万７，０００円の減となりました。収入から支出を差し引いた純利益は７，

５４４万５，０００円となり、前年度に比べ１，８２６万７，０００円の減となりまし

た。 

 資本的収支については、収入が４億７，８９０万円で、前年度と比べて３５３万６，０

００円の増、支出は８億８，０１６万９，０００円となり、前年度と比べて２，０７１万

８，０００円の増となりました。収入から支出を差し引くと４億１２６万９，０００円の

収支不足となり、この収支不足額は減債積立金や減価償却費で補塡するとのことでした。 

 次に、財政分析等の説明がありました。 

 経常収支比率については、財政構造の弾力性を判断する指標の１つで、法定普通税や普

通交付税などの経常一般財源等収入が、人件費、扶助費及び公債費のような経常的経費に

どの程度充当されているか、その割合によって財政構造の弾力性を見ようとするもので、
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この割合が低いほど財政構造は弾力性に富んでおり、行政運営にとって好ましい状態とさ

れています。 

 本町の令和６年度の経常収支比率は９８．６％で、前年度（９９．９％）より１．３ポ

イント改善し、前年に引き続き４年連続で１００％を下回る結果となりました。 

 令和６年度の経常収支比率が改善した要因は、経常収支比率を算定する上で算定式の分

母となる経常一般財源等収入において、普通交付税が追加交付によって大幅に増加したこ

とによるものです。次年度以降、同水準の収入を確保できない、もしくは経費の圧縮がな

されなければ、比率は悪化する可能性があり、予断を許さない状況になってしまうとのこ

とです。 

 経常収支比率の推移については、昨年に引き続き１００％を下回っておりますが、依然

として大阪府内町村及び市町村の平均を上回っており、より一層の改善が求められます。 

 続いて、一般会計基金残高の状況ですが、財政調整基金は１９億１，０３８万３，００

０円、公共施設整備基金をはじめとした特定目的基金は４億１，５０１万円、合計２３億

２，５３９万３，０００円であり、前年比２億３，１１３万円の増加となっております。 

 次に、地方債現在高の状況ですが、令和６年度末の地方債現在高は６７億５，９５０万

４，０００円で、前年度より５億３，８４６万６，０００円の減となっています。 

 続いて、健全化判断比率については、地方公共団体の財政の健全化に関する法律による

４指標等につきまして、実質赤字比率、連結実質赤字比率はなし、実質公債費比率は５．

０％、将来負担比率は７．５％、公営企業における資金不足比率はなしとなっておりま

す。全ての比率において早期健全化基準を超えておりません。 

 今後も引き続き、各指標における判断比率が悪化することのないよう、また持続可能な

行政経営を目指してまいるとのことであります。 

 続きまして、討論で各委員から出されました意見と要望でありますが、委員を代表して

私が各委員の意見書を読み上げさせていただきます。 

まず、森野良一委員の意見書です。 

 無会派、森野良一です。 

 令和６年度、一般会計、国民健康保険事業勘定特別会計、介護保険特別会計、後期高齢

者医療特別会計、下水道事業決算につきまして意見を申し述べます。 

 令和６年度においては、令和の米騒動などと言われる米価格の高騰が他の食品等のさら

なる価格高騰の引き金を引いた形となり、家計を直撃した１年間でありました。 

 そんな中、本町の令和６年度一般会計決算につきましては、普通交付税の再算定による

交付金の増額が黒字の大きな要因の決算でありましたが、財政調整基金を取り崩すことな

く、実質収支は１億７，３９０万１，０００円の黒字となり、各基金残高においても、少

しずつ積み上げることができたことは喜ばしい結果でありました。 

 しかし、歳入を見ますと、本町の自主財源である町民税とふるさと応援寄附金の減少が
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気になるところであります。寄附金においては、来月から制度が変更され、利用者の減少

が予想される中、担当部局におかれましては税収の確保に向けての取組を行っていただけ

ますようお願いいたします。 

 次に、歳出におきましては、能登半島地震などを教訓とした災害対策費への投資や子育

て世帯及び高齢者世帯等への物価高騰対策の継続などは、必要な支出であったと考えてお

りますが、今後は、老朽化公共施設の改修や各種インフラ整備など、６年３月に改訂され

た忠岡町公共施設等総合管理計画に基づいた支出の増加が見込まれておりますので、事業

のスクラップアンドビルド等、慎重な財政運営を心がけていただきたいと考えます。 

 次に、各特別会計につきましては、徴収事務を一元化し、収納率を上げていただきまし

たことは、公平性の観点からも良い結果であったと考えます。 

 各特別会計におきましては、引き続き健康寿命を延ばす取組を行っていただくととも

に、各自治会等で行われている取組の積極的な支援を行っていただき、保険料の抑制に努

めていただけますようお願い申し上げます。 

 次に、下水道事業決算については、おおむね良好な事業運営がなされているが、将来的

な下水道管渠の更新計画がなされていない。また、町中の雨水排水道については、近年の

集中豪雨に対応するため、早急の対策を講じなければならないと考える。計画策定の際

は、雨水排水ポンプ場で用いているストックマネジメントではなく、アセットマネジメン

ト計画の策定を要望し、令和６年度一般会計決算、各特別事業会計決算、下水道事業決算

を認定いたします。 

 続きまして、北村孝委員の意見書です。 

 令和６年度一般会計及び各特別会計、下水道事業会計決算について意見を申し上げま

す。 

 長引く物価高騰の影響を受け、住民の生活はもとより、中小企業をはじめ医療・福祉

等、幅広い事業者を取り巻く環境は依然厳しい状況が続いています。住民生活や企業の事

業活動への支援策は、引き続き喫緊の課題である。「家計を温めることで一人一人が生活

の豊かさを実感できる施策を前に進める」ためには、物価上昇を上回る持続的賃上げの実

現に国においてスピード感を持って引き続き取り組んでいただきたい。 

 また、世界に目を向けると、イスラエルとパレスチナ自治地区ガザの戦闘激化する見通

しといった報道もあり、一日も早い平和を願うところであります。 

 さて、令和６年度一般会計決算でありますが、１億７，３９０万１，０００円の黒字と

なり、財政調整基金を取り崩すことなく黒字となったとの説明を受けた。中身については

シビックセンター等ＥＳＣＯ事業でこれまでの光熱費と比較すると全体で４４．７％の効

果がでた。 

 また、（仮称）エネルギーセンターが令和１５年に稼働予定により、これまでの焼却炉

の停止により３，２００万の削減ができた。 
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 国民健康保険については、経過措置も終わり、府下全域で同じ保険料で医療が受けられ

る世界に誇れる持続可能な保険制度である。 

 下水道会計については、差し迫った状況には至っていないが、新浜地区にある下水道管

については、会計上の耐用年数を超過しているため、更新事業を見据えていくとのことで

あった。 

 引き続き職員皆様が鋭意努力され、財政健全化に取り組んでいただくことに期待し、本

決算を認定いたします。 

 続きまして、河野隆子副委員長の意見書です。 

 忠岡町令和６年度の決算について、日本共産党の意見を申し上げます。 

 ロシアによるウクライナ侵略がまだ続き、パレスチナ・ガザ地区へのイスラエルの攻撃

など、世界情勢は不安定な状況が続いています。令和６年度も前年度に引き続き、物価高

騰が続きました。総務省の資料によると、２０２４年の消費者物価指数は前年度に比べ

２．７％の上昇となり、前年度に引き続き、住民の暮らしと営業がより厳しいものになり

ました。また、賃金も上がらない状況の中、多くの国民が物価高対策として消費税減税を

願う声も大きくなりました。その結果、参議院選挙で野党が多数となりました。物価高対

策も喫緊の課題でありますが、なかなか対策が取られていない状況です。 

 国の対策が間に合わない状況で、住民の暮らしを守るためには、地域の自治体である忠

岡町の役割がとても重要になります。このような状況の下、令和６年度決算について審査

をしました。 

 令和６年度は、前町長が入札に関する情報を業者に事前に漏らしたことが発覚し、官製

談合防止法違反などの罪で辞職するといった大問題が発生しました。公共事業の公正性・

公平性を著しく欠き、住民の信頼を失う形になりました。信頼回復のため、入札制度につ

いては、現在、官製談合の防止策が検討されていて、入札監視委員会にも諮っていただ

き、制度の改善を求めます。新しい町長の下、職員一丸となって信頼回復に努め、官製談

合と言うべき事態を根絶するための改革を徹底することを求めます。私たち議員もその一

助になるよう努めます。 

 忠岡町の令和６年度決算は、一般会計歳入７８億７６３万１，２３０円、歳出７６億３

５９万２，２６６円、翌年度に繰り越す費用を含むと、１億７，３９０万９６４円の黒字

となりました。 

 令和６年度も物価高騰は続きました。物価高対策として、国から物価高騰対応重点支援

地方創生臨時交付金として２億４，８９１万円が忠岡町に交付され、定額減税の補足給付

や非課税世帯に対しての給付などの国の支援のほか、推奨メニューによる町単独の施策と

して、事業者支援や町立小・中学校の給食費助成が行われました。 

 そのような状況の中、令和６年度も１億７，３９０万円の黒字決算となりました。現在

の忠岡町は、老朽化に伴う公共施設の大規模改修を先送りにしており、今後、この対策に
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資金が必要になるため、少しでも多く未来に残したいのも、一定理解できます。しかし、

現状、物価高で生活が厳しい住民へのさらなる支援も必要ではなかったでしょうか。基金

の活用については、将来のために積み立てるばかりではなく、基金額と活用のバランスを

考えて、住民福祉の向上の施策に取り組んでいくとの答弁がありました。 

 令和６年度は、忠岡町が公民連携で進めるごみ処理事業がスタートした年度となりま

す。日量２２０トンの産業廃棄物焼却施設を建設することが含まれるこの事業について

は、多くの住民から環境悪化や健康被害を心配する声が出ています。それにもかかわら

ず、忠岡町は、住民の不安の声に対し、「事業者からの計画が出されていない」ことを理

由に、応えようとしません。忠岡町は自治体の役割として、生活環境を以前より悪化させ

ないという「非悪化原則」を守る立場でありながら、その役割を現在、果たしていませ

ん。住民の不安の声に応えず、粛々と計画を進めていることは、認めるわけにはいきませ

ん。 

 是枝町長は、ごみ処理施設の公民連携事業の中止に向けて、広域処理を目指して取組を

始められました。今、行われている環境アセスメントの方法書のところで、忠岡町民への

影響が分かるようにするのは町の責務であると、対象範囲を町域全体にかかるよう意見を

述べることを考えているとの答弁がありました。私たちは、引き続き産廃焼却施設の建設

について、断固反対します。 

 令和６年度の事業として評価するものは、就学前施設の給食費無償化の継続、民間委託

ですが、保育時間が午後７時まで延長した留守家庭児童学級事業、福祉バスの停留所の増

加、加齢性難聴による補聴器購入補助の実施、不登校などの児童や生徒の居場所として適

応指導教室の継続、消防本部庁舎改良工事などが行われました。 

 国民健康保険料は、多くの方が高いと思っています。国保料は所得の約２割程度を占め

る負担であり、また、物価高とも重なり、より一層の負担と言わざるを得ません。この過

大な負担を軽減させるためには、公的負担のより一層の充実が必要となります。 

 国民健康保険事業の実施主体は市町村にありますので、負担軽減も市町村に任されるは

ずです。国民健康保険事業は、大阪府と市町村の共同で運営しています。大阪府は、全国

に先駆けて統一保険料にして、市町村独自の保険料引下げや負担軽減は認めないとしてい

ますが、これはあくまでも「技術的助言」であります。 

 町長は、国保加入者の苦しみを軽減するために、町独自の負担軽減策を考えていくとの

ことです。また、国保料を引き下げるため、国庫負担の割合を増やすように、強く要望い

たします。 

 「高過ぎる」保険料に対して、大阪府も忠岡町も真剣に向き合った取組が必要ではない

でしょうか。日本共産党は今後もこのような立場で臨みます。 

 介護保険特別会計では、令和６年度は第９期の初年でありました。第８期の基準保険料

は月６，４１０円でしたが、第９期では、介護給付金準備基金７，３０７万８，０６５円
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を全て保険料の負担軽減に使い、月６，３９７円と努力が見られます。介護サービスの向

上も含め、さらに精査を行い、保険料の負担軽減に努力をしていただきたいと思います。 

 後期高齢者医療保険会計では、令和６年度と７年度の２年間の保険料が４年度と５年度

の２年間に比べ、均等割で２，７１１円値上げし、５万７，１７２円。そして、所得割で

０．６３％の値上げということになっています。忠岡町から広域連携へ保険料引下げの要

望をお願いいたします。 

 下水道会計では、現在の会計状況を見る限り、収支バランスが取れています。剰余金が

出ているので、下水道料金の引下げを含めての料金見直しが検討されています。住民の負

担軽減の取組を要望いたします。 

 今後は、新しい町長の下、冒頭に述べたように、公平・公正な町政運営を行い、また、

住民の声を聞き、必要なところに必要な支援を届けられ、住民福祉の増進に寄与していた

だくことに期待し、令和６年度一般会計、各特別会計、下水道会計、全ての会計について

認定といたします。 

 続きまして、今奈良幸子委員の意見書です。 

 令和６年度の決算審査が終わり、大阪維新の会・呈祥会の意見を申し上げます。 

 令和６年度は、物価は落ち着きの兆しが見えず、家計の重さは続き、円安や人手不足、

資材高に町内の事業者も住民も地道に向き合った１年でした。 

 本町としては、暮らしの支えを途切れさせず、教育・福祉・防災への投資を無理のない

財政で着実に進める。この現実的なかじ取りを求められた年度であったと考えておりま

す。 

 一般会計決算におきましては、歳入歳出差引額は２億４０３万９，０００円、実質単年

度収支は２億６，０２９万９，０００円で、財政調整基金を取り崩すことなく単年度で黒

字とのことでした。 

 経常収支比率は９８．６％、前年度に比べて１．３％改善しておりますが、分母である

経常一般財源等収入と、分子である経常経費充当一般財源ともに増加しているため、比率

悪化の可能性があり、予断を許さない状況となりました。 

 町税の収納率０．５％アップしたものの、自主財源の減少率が高い結果でありました。

自主財源増に向け、また、稼ぐ視点として、令和６年度は、ふるさと応援給付金におきま

して、目標数値を高く設定しましたが、結果、前年度よりも６６８万８，０００円の減と

なったものの、リピートにつながるようなＰＲサイトの充実、飲食事業所の開拓などを行

い、忠岡漁港のカキの取組など、日々、本町としても努力されていることが分かりまし

た。改善点としては、使途選択肢を増やし寄附者の意向を汲み、興味をそそるような体制

整備とともに、基金の運用や、公共施設広場でのイベントについて、民間企業等が気軽に

実施できるよう運用（申請・ガイドライン等）を整備するとともに、適正な使用料の設

定、徴収により自主財源の拡充を検討すべきと考えます。 
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 第６次総合計画の積立金現在高率の目標値は、２０３０年５１．８％、２０２４年４

５．７％でありましたが、当時おられた副町長の助言により、この目標値は他の大阪府の

町自治体より多く設定し、基金の積立てにおいては、持続可能な行政機能を果たすため

に、リスク分析を行い、慎重に判断し、財政調整基金に全額積み立てたことは、適切な判

断であったと受け止めております。令和６年度も、ため込んだのではなく、リスク回避の

ために着実に積み立てられましたが、目的をしっかり持ちながら最低限必要な積立て目標

額を設定するなど方向性を明確にすることによって、全庁挙げて目標に向かって努力して

はいかがでしょうか。 

 この年度から一般廃棄物の中継処理業務が始まり、事故などなく安定したごみ処理が実

施できたことが分かりました。今後も、本町としての信頼が損なわれないとともに持続可

能なごみ処理行政のため公民連携事業を着実に進めていただくことを希望いたします。 

 生産年齢人口の減少と高齢化で有資格者の供給が縮み、ニーズが増えて、需給ギャップ

が拡大しています。処遇や採用の仕組み、業務量、デジタル化の面での課題が重なり、自

治体の専門職は確保しにくくなっています。そのような中、保育士２名の不足を補うため

に、臨時保育士派遣業務委託を行うことや、町立認定こども園に２名のサポートスタッ

フ、町立学校の各校に１名、スクールサポートスタッフを配置するなど、保育士、教職員

の事務等の負担軽減につながる事業を取り入れてくださっていることにおいて評価いたし

ます。 

 教育においては、校舎、学力、教職員確保など、この委員会でも課題が山積しているこ

とが改めて分かりました。昨日、忠岡中学校のオープンスクールでスクールカウンセラー

来校日にふれあいルームを見学し、現場の声を伺いました。言語化が難しい子どもには玩

具、保護者には育児・子育ての書籍など、つながる支援の環境整備が有効だと実感しまし

た。教職員の負担軽減も踏まえ、子どもの被害者としての怒りであるＳＯＳを確実に受け

止めるため、スクールカウンセラーの来校日、日数の拡充を早急に検討すべきと考えま

す。 

 各特別会計、下水道事業会計におきましても、社会情勢の変化に対応し、急速な人口減

少と災害に備えるためにも、健全な財政運営に努めていただくことを要望いたします。 

 自治体・企業・地域（町民）がそれぞれの役割を明確にし、目的と目標を分かち合い、

日頃から息の合った連携を重ねることが大切です。こうした体制が整えば、取組の重なり

は減り、優先順位がそろい、現場の声を生かした無駄のない配分と、共通の重要業績評価

指標による確かな振り返りができます。結果として、選択と集中で無駄をそぎ、小さな投

資でも大きな効果を生み、限られた財源の１円までを暮らしの成果につなげる堅実な町政

を進めていけるのではないでしょうか。 

 併せて、限りある社会資源を賢く活用するために、近隣との広域連携や公民連携を拡充

し、地域の知恵と力を結集する町民協働を軸に、重複投資の抑制やサービス水準の向上を
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着実に図っていっていただきたいと思います。 

 引き続きご協力をお願いし、令和６年度決算につきまして認定します。 

 以上が各委員の意見でありました。 

 本特別委員会としては、令和６年度忠岡町一般会計及び各特別会計歳入歳出決算、並び

に令和６年度忠岡町下水道事業決算認定の認定について、採決いたしましたところ、全会

一致により原案のとおり、認定すべきものと決した次第でございます。 

 最後に、今回の審査に当たっては、３日間を通じて多岐にわたり質疑が展開されまし

た。したがいまして、理事者におかれましては、各委員会内でございました指摘事項等を

十二分に踏まえていただき、本町財政の効率的運用を図ることはもちろんのこと、財政健

全安定化に向けて取組をされること、また住民サービスの維持、向上にも鋭意努力を傾注

されますよう、併せて強く要望いたしまして、決算審査特別委員会の委員長報告とさせて

いただきます。 

 令和７年９月３０日、決算審査特別委員会委員長、尾﨑孝子。 

 以上です。 

議長（前川 和也議長） 

 報告は、以上のとおりでございました。 

 ただいまの委員長報告に対するご質疑をお受けいたします。いかがでしょうか。 

（な  し） 

議長（前川 和也議長） 

 ご質疑がないようですので、質疑を終結いたします。 

議長（前川 和也議長） 

 これより、認定第１号 令和６年度忠岡町一般会計及び各特別会計歳入歳出決算認定に

ついて、討論に入ります。討論はありませんか。 

（な  し） 

議長（前川 和也議長） 

 なきようですので、討論を終結いたします。 

議長（前川 和也議長） 

 これより認定第１号 令和６年度忠岡町一般会計及び各特別会計歳入歳出決算認定につ

いて、委員長の報告のとおり、認定第１号を認定することに賛成の議員の起立を求めま

す。 

（全員起立） 

議長（前川 和也議長） 

 全員起立でありました。 

 よって、認定第１号 令和６年度忠岡町一般会計及び各特別会計歳入歳出決算認定につ

いて、委員長報告のとおり認定することに決定されました。 
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議長（前川 和也議長） 

 続いて、認定第２号、令和６年度忠岡町下水道事業決算認定について、討論に入りま

す。討論はありますか。 

（な  し） 

議長（前川 和也議長） 

 ないようですので、討論を終結いたします。 

議長（前川 和也議長） 

 次に、認定第２号 令和６年度忠岡町下水道事業決算認定について、委員長の報告のと

おり認定第２号を認定することに賛成の議員の起立を求めます。 

（全員起立） 

議長（前川 和也議長） 

 全員起立であります。 

 よって、認定第２号 令和６年度忠岡町下水道事業決算認定については、委員長報告の

とおり認定することに決定されました。 

 

議長（前川 和也議長） 

 続きまして、日程第１２、意見書第５号 国民健康保険財政への国庫負担の増額を求め

る意見書の提出についてを、議題といたします。 

 提案者の趣旨説明を求めます。 

５番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 河野議員。 

５番（河野 隆子議員） 

 国民健康保険財政への国庫負担の増額を求める意見書（案）について、趣旨説明をさせ

ていただきます。 

 国民健康保険制度は、国民皆保険の根幹を担う重要な医療保険制度でありますが、基本

被保険者に高齢者が多く、中・低所得者の加入割合も高いなど構造的な問題があり、財政

基盤が極めて脆弱です。 

 昨今の物価高騰と相まって、被保険者の負担はさらに増大しており、加入者に過酷な負

担となっている保険料を引き下げるための財政支援が必要です。 

 所得２００万円の４人家族の世帯、夫と専業主婦の妻と小学生の子ども２人をモデル世

帯とし、令和６年度、年間、本町では４５万６，０００円と所得の２割に値する高い保険

料となっています。 
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 国保の都道府県化が始まった平成３０年の前年度、平成２９年と比較すると、年間約５

万円の引上げとなっています。背景には、２０１８年から始まった国保の都道府県化があ

ります。従来、市町村ごとに運営していた国民健康保険制度を都道府県単位に集約するこ

とで、自治体独自の保険料軽減措置、一般会計からの繰入れを抑制する狙いがありまし

た。 

 政府は、保険料の統一化を掲げ、標準保険料率の導入や、自治体に医療費削減を促す保

険者努力支援制度などを通じ、自治体の独自支援を制限し、住民負担を増やしておりま

す。 

 このような背景の中、この意見書案は、国民健康保険料の財政への国庫負担の増額、こ

れはぜひともしてもらわないと、住民の負担が大変だということで、その１点、国保財政

への国庫負担の増額を求める意見書（案）でございます。ぜひとも、この本町議会でも皆

さんのご賛同をよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

議長（前川 和也議長） 

 提案者による趣旨説明は、以上のとおりでございました。 

 これよりご質疑をお受けいたします。いかがでしょうか。 

（「なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 ご質疑がないようですので、質疑を終結いたします。 

議長（前川 和也議長） 

 お諮りいたします。 

 本件は、会議規則第３９条第３項の規定により委員会付託を省略して、ご異議はござい

ませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 異議ないものと認め、委員会付託を省略することに決定いたしました。 

議長（前川 和也議長） 

 これより、討論に入ります。 

 討論は、ありませんか。 

４番（小島 みゆき議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 小島議員。反対討論ですね。 

４番（小島 みゆき議員） 

 反対討論。 
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議長（前川 和也議長） 

 反対討論、はい。 

４番（小島 みゆき議員） 

 国民健康保険財政国庫負担の増額を求める意見書の提出について反対討論をさせていた

だきます。 

 国においては、子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、令和４年度から国保税のう

ち未就学児にかかる均等割の軽減措置を導入されました。前年の世帯所得が法律で定めら

れた基準を下回る場合、均等割の金額が７割、５割、２割の３段階で減額されることがあ

ります。さらに、未就学児の均等割額は公費により５割軽減されます。 

 他市では、子育て世帯のさらなる支援を目的として、国民健康保険に加入されている１

８歳までの均等割総額を応援金として補助したり、また、均等割を全額減免している自治

体もありますが、しかし、保険料は国保だけが負担が大きいわけではないので、公平性に

欠けるとのことから、この意見書には賛同いたしかねます。 

議長（前川 和也議長） 

 続きまして、賛成の討論はありますか。 

１１番（二家本 英生議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 二家本議員。 

１１番（二家本 英生議員） 

 意見書第５号、国民健康保険財政への国庫負担の増額を求める意見書案について、賛成

の立場で討論を行います。 

 国民健康保険の多くの加入者は、現役を退いた高齢者が多く、ほとんどが年金収入者と

なっています。その構造上の問題により、国は低所得の方々の負担軽減措置として、毎年

約３，４００億円が投入されていますが、組合健保や協会健保並みに引き下げるために

は、公費として約１兆円の財政支援が必要であり、そのことは全国の知事会や全国市長会

からも意見があります。 

 公的医療保険は、国民に平等に医療を保障するための仕組みであるにもかかわらず、加

入する保険が違うだけで保険料の負担が大きく異なるのは、公平、公正という点でも欠け

ています。国民健康保険料は住民からとても高いという声も多いです。所得の約２０％に

もなる保険料は、年金収入のみで暮らしている方に厳しい負担であり、それに重ねて、物

価高はより一層大きな負担となっております。 

 この意見書は、国民健康保険財政への国庫負担の増額を行い、高い国民健康保険料の負

担軽減を求めるものであります。 

 議員皆様のご賛同をお願いいたしまして、以上とさせていただきます。 
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議長（前川 和也議長） 

 続きまして、反対の討論はありますか。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 尾﨑議員。 

１０番（尾﨑 孝子議員） 

 意見書第５号、国民健康保険財政への国庫負担の増額を求める意見書について、反対の

立場で申し上げます。 

 意見書では、国保財政の逼迫を理由に国庫負担の増額を求めていますが、現状の認識に

は一部誤りがあり、国庫負担の増額では根本的な問題解決にはなりません。国庫負担の増

額は、ほかの保険制度加入者の税負担を増やすことになり、公平性を損なう可能性もあり

ます。 

 国庫負担の増額を求める前に、まず医療費抑制策を徹底し、保険制度の改革を進めるべ

きです。具体的には、ジェネリック医薬品の使用促進、重複受診の抑制、予防医療の充実

などを推進し、地域包括ケアシステムを構築することで医療費を削減できると考えます。

このことを先にするべきだと思いますので、賛同いたしかねます。 

 以上です。 

議長（前川 和也議長） 

 他に討論はありませんか。 

（な  し） 

議長（前川 和也議長） 

 討論はありませんので、これにて討論を終結いたします。 

議長（前川 和也議長） 

 これより、意見書第５号 国民健康保険財政への国庫負担の増額を求める意見書の提出

について、起立により採決を行います。 

 意見書第５号について、原案のとおり可決することに賛成の議員の起立を求めます。 

（起立少数） 

議長（前川 和也議長） 

 起立少数であります。よって、意見書第５号は、否決となりました。 

 

議長（前川 和也議長） 

 次に、日程第１３、意見書第６号 最高裁判決を受け生活保護利用者及び元利用者への

補償を求める意見書の提出についてを、議題といたします。 

 提案者の趣旨説明を求めます。 
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６番（高迫 照子議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 高迫議員。 

６番（高迫 照子議員） 

 最高裁判決を受けた生活保護利用者及び元利用者への補償を求める意見書案。この意見

書の趣旨説明をいたします。 

 今年６月２７日、最高裁判所は、２０１３年から３回にかけて国が生活保護費を引き下

げたことに、全国の利用者１，０２７人が国や都道府県を訴えた裁判で、最高裁判決で引

下げは違法だと判決を下しました。この判決は、国の生活保護行政が憲法と生活保護法に

違反したことを指摘した判決です。 

 憲法２５条には、全て国民は健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有するとあり

ます。生活保護基準引下げ違憲訴訟で原告勝訴の判決が出されましたが、政府、厚生労働

省は謝罪もしていませんし、いまだに補償もしていません。これは、最低限のセーフティ

ネットを守った命のとりで裁判と呼ばれました。 

 生活保護利用者は平均６．５％、最大１０％もの生活扶助費が削減され、その期間が長

期間続いた上に、現在の物価高騰、猛暑の激化は生活困窮者に追い打ちとなっています。

バランスの取れた食事が取れずに体重が３キロも減った。入浴回数を減らし、体臭を気に

する毎日。暑いけどぎりぎりまでエアコンを我慢した。お米が買えない。わずかな生活扶

助費から電気代もガス代も払っているなど、生存権が侵害され続けています。 

 物価高騰に見合う基準引上げを直ちに実施するよう、速やかに対応を国に対して求める

意見書案となります。議員の皆さんのご賛同、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

議長（前川 和也議長） 

 提案者による趣旨説明は、以上のとおりでありました。 

 これよりご質疑をお受けいたします。 

（「なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 ご質疑がないようですので、質疑を終結いたします。 

議長（前川 和也議長） 

 お諮りいたします。 

 本件は、会議規則第３９条第３項の規定により委員会付託を省略して、ご異議はありま

せんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 
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 異議ないものと認め、委員会付託を省略することに決定をいたしました。 

議長（前川 和也議長） 

 これより、討論に入ります。 

 討論は、ありませんか。 

４番（小島 みゆき議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 反対討論。 

４番（小島 みゆき議員） 

 はい。 

議長（前川 和也議長） 

 小島議員、どうぞ。 

４番（小島 みゆき議員） 

 最高裁判決を受け、生活保護利用者及び元利用者への補償を求める意見書の提出につい

て、反対討論を述べさせていただきます。 

 国が生活保護の支給額を段階的に引き下げたことを違法だとした最高裁判所の判決を受

けて、厚生労働省は専門家による会議を複数回開いていき、原告からのヒアリングを行う

ことも検討しているということでもあることから、国としての対応を取りまとめる方針で

あると言われていることから推移を見守っていくべき。 

 よって、この意見書には賛同いたしかねます。 

議長（前川 和也議長） 

 続きまして、賛成の討論はありますか。 

１１番（二家本 英生議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 二家本議員。 

１１番（二家本 英生議員） 

 意見書第６号、最高裁判決を受け、生活保護利用者及び元利用者への補償を求める意見

書（案）について、賛成の立場で討論を行います。 

 本年６月２７日、最高裁判所は、２０１３年から１５年にかけて３度にわたり実施され

た平均６．５％、最大１０％、年間削減額にして６７０億円にも及ぶ史上最大規模の生活

保護費の引下げについて、その違法性を認め、減額処分を取り消す判決を言い渡しまし

た。 

 この判決は、国の生活保護行政が、憲法第１３条の個人の尊厳、憲法第２５条及び生活

保護法第３条が保障する健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を侵害し続けたことを
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厳しく断じる極めて画期的なものです。 

 しかしながら、判決から２か月以上が経過しても、国は原告に対して引下げ分の補償を

行わず、当時の判断について謝罪すらしていません。厚生労働大臣は、判決後の８月１５

日に反省の意を表明しましたが、謝罪をするかどうかも含めて、専門委員会の結論を踏ま

えたいと述べ、いまだに謝罪には至っておりません。先ほども、複数回、委員会を開いた

り、ヒアリングをするという意見もありましたが、まだそういうことはされておりませ

ん。専門家委員会の結論を待つまでもなく、直ちに謝罪すべきであります。 

 さらに、厚生労働省が果たすべき最高裁判決を真摯に受け止め、勝訴した原告、弁護団

と協議の上、差額保護費の遡及支給など被害回復措置を速やかに実施することです。 

 生活保護利用者は、基準の大幅な引下げによる長期的な影響に加え、物価高騰や猛暑の

影響で生活が一層困難となり、生存権と人権が侵害され続けています。全国で訴えを起こ

した原告１，０２７名のうち、２割を超える２３２名が既に亡くなっています。原告は、

１日対応が遅れれば、それだけ命が脅かされると認識してほしいと強く訴えています。 

 憲法第２５条に基づき、国民の生存権を守る最後のとりでとして生活保護制度は機能す

べきであります。この意見書については、国に対して被害の回復のため、原告及び生活保

護費引下げの影響を受けた全ての生活保護利用者に対して速やかに謝罪を行い、減額され

た生活扶助費を遡って支給すること、また同様の違法行為が二度と繰り返されないよう

に、生活保護行政の誤りについて検証を行い、再発防止に努めることを強く求めるもので

あります。 

 議員皆様方のご賛同をよろしくお願いいたします。 

議長（前川 和也議長） 

 他に、討論はありませんか。 

２番（今奈良 幸子議員） 

 議長 

議長（前川 和也議長） 

 今奈良議員。 

２番（今奈良 幸子議員） 

 意見書第６号、最高裁判決を受け、生活保護利用者及び元利用者への補償を求める意見

書について、反対の立場から意見を申し上げます。 

 令和７年６月２７日、最高裁第３小法廷は、２０１３年から２０１５年に国が段階的に

実施した生活保護基準の引下げについて、算定手法や判断過程が合理性を欠き、厚生労働

大臣の裁量を逸脱、濫用したとして、違法と判断し、当該減額処分を取り消しました。一

方で、国家賠償までは認めていません。 

 この判決は、今後の基準見直しに厳格さを求めるものであり、現場対応としては所管の

福祉事務所による周知と相談の徹底が必要であると受け止めています。忠岡町の生活保護
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の相談・申請窓口は地域を所管する福祉事務所であり、本町を所管するのは大阪府貝塚子

ども家庭センターです。 

 そして、全国町村議会議長会が編集している議員必携には、意見書の提出、１、議案提

出の仕方について次のように記載があります。「町村の公益に関する事件について、国会

または関係行政庁に対し意見書を提出する権限は議会の権限であるから、意見書の提出を

破棄するのは議員または委員会である」と書かれております。 

 以上の点から、この意見を上程する前に、まずは所管の福祉事務所へ意見要請を行うの

が筋であること、また、本件が本町の公益に関する事件に当たるかが現時点では不明確で

あることを申し上げ、よって今回の意見書には賛同しかねます。 

 以上です。 

議長（前川 和也議長） 

 他に、討論はありますか。 

５番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 河野議員。 

５番（河野 隆子議員） 

 賛成討論いたします。 

 生活扶助費の引下げ、この問題は２００８年の金融危機下で吹き荒れた生活保護バッシ

ングを背景に、野党だったこの当時の自民党が生活保護１０％引下げを公約に掲げ、第２

次安倍政権の下で強行したものであります。 

 平均６．５％、最大１０％、年間削減額６７０億円という生活制度史上最大の保護費引

下げは、個人の尊厳、そして健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を一方的に奪う重

大な違法行為であり、対象者の命にすら関わりかねない問題であります。辛くも司法が行

政のこの暴走に歯止めをかけたというところは、心から歓迎したいというふうに思いま

す。 

 厚労省は８月１３日、解決策を練る専門委員会の会合を開き、解決策の検討を始めたと

いうことでありますが、原告側は生活保護費が減らされた全員に減額分を追加支給するこ

とを求めているけれども、これを受け入れるかどうかも検討するという内容になっていま

す。 

 敗訴から２か月近い空白期間も異例でありますが、展開も意味不明であります。行政の

行為が最高裁から否決されたのだから、受け入れないという選択肢はあり得ないでありま

す。原告の被害の回復のためには、専門委の設置など不要であり、政府は直ちに基準を元

に戻して被害の回復に取り組むべきだと思います。 

 原告１，０２７人のうち既に２３２人の方が判決を前に亡くなっておられます。厚労省
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は人ごとのように審議会の立ち上げをするのではなく、まず原告や制度の利用者に謝罪

し、補償、検証を速やかに取り組むべきだというふうに思います。 

 また、こういう意見書をこの本町議会に上げるということは、おかしい、筋が違うとい

う意見でありますが、忠岡町もやはり住民からこういった相談も受けることもあり、何ら

この議会でこの意見書を上げるということはおかしいことではないということを最後に言

っておきます。 

 以上です。 

議長（前川 和也議長） 

 他に、討論はありますか。 

（「なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 なきようですので、討論を終結いたします。 

議長（前川 和也議長） 

 これより、意見書第６号 最高裁判決を受け生活保護利用者及び元利用者への補償を求

める意見書の提出について、起立により採決を行います。 

 意見書第６号について、原案のとおり可決することに賛成の議員の起立を求めます。 

（起立少数） 

議長（前川 和也議長） 

 起立少数であります。よって、意見書第６号は、否決となりました。 

 

議長（前川 和也議長） 

 日程第１４ 議会運営委員会の閉会中の所管事務調査についてを議題といたします。 

 議会運営委員会委員長から、所管事務調査について、会議規則第７４条の規定により、

お手元にご配布いたしました申出書のとおり閉会中の継続調査の申出がありました。 

 お諮りいたします。議会運営委員会委員長からの申出のとおり、閉会中の継続調査とす

ることにご異議はございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（前川 和也議長） 

 異議なしと認めます。 

 よって、議会運営委員会委員長からの申出のとおり、閉会中の継続調査とすることに決

定をいたしました。 

 

議長（前川 和也議長） 

 本定例会に付された事件は、全て議了いたしました。 

 それでは、閉会に当たり町長より挨拶の申出がありますので、発言を許します。 
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町長（是枝 綾子町長） 

 議長。 

議長（前川 和也議長） 

 町長。 

町長（是枝 綾子町長） 

 令和７年第３回定例会の閉会に当たりまして、一言ご挨拶を申し上げます。 

 去る９月３日より開会されました本定例会にご提案いたしました諸議案につきまして

は、慎重なご審議をいただき、ご賛同、ご可決を賜り、誠にありがとうございました。し

かし、物価高騰対策としてご提案させていただきました小・中学校給食費の補助の補正予

算につきましては、議会のご賛同が得られなかったことは大変残念に思うところでありま

す。 

 厚生労働省の調査では、昨年１年間に生まれた子どもの数は６８万６，０００人余り

と、前年より４万１，０００人余り減少し、統計を取り始めて以降、初めて７０万人を下

回ったということです。 

 本町の子どもの出生数が令和６年は１００人と少子化が進み、人口が減少していく今

日、地域の活動を支える人手不足もある中、若者、若い世帯、子育て世帯が忠岡町に住ん

でもらえる、移り住んでもらえる忠岡町をつくるために、私は新たな若年層や子育て支援

策が必要であると考えます。 

 ただ単に人口減少を仕方ないとしていくのか、人口減少に歯止めをかけていくのか、今

が大きな分かれ道に立っていると思います。議員皆様方から頂きましたご意見を参考に、

子育て支援の充実のために引き続き取り組んでまいりたいと考えております。 

 また、本定例会や各委員会を通じまして頂きましたご意見やご要望につきましては、そ

の趣旨を十分に尊重させていただき、今後の町政運営にと生かしてまいりたいと思います

ので、よろしくお願いいたします。 

 明日から１０月に入ります。１年のうちで一番町の中がにぎわう忠岡の祭礼をはじめ、

秋の行事がたくさん開催されます。住民の皆さんと一緒に行事を盛り上げてまいりたいと

思います。 

 結びに、議員皆様方におかれましては、ますますご健勝にてご活躍されますことを心よ

りご祈念申し上げ、閉会の挨拶とさせていただきます。 

 本日は慎重なご審議ありがとうございました。 

議長（前川 和也議長） 

 以上をもちまして、令和７年第３回忠岡町議会定例会を閉会いたします。 

 お疲れさまでした。 

（「午後２時１１分」閉会） 
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 以上、会議の顚末を記載し、これに相違ないことを証するため、ここに署名いたしま 

す。 

 

 令和７年９月３０日 

 

                        忠岡町議会議長 前 川 和 也 

 

 

                        忠岡町議会議員 森 野 良 一 

 

 

                        忠岡町議会議員 田 辺 み き 

 

 


